


蘋表紙写真蘋 ① 報文「羽鳥ダムにおける堤体の安全管理について」より（P.51）
 ② 報文「千原地下ダム地表貯水部の塩水侵入対策について」より（P.62）
 ③ 歴史「連続した石張りコンクリートため池（平山，平山上ため池）」より（P.80）
 ④ 報文「高橋脚農道橋の設計・施工（広域農道整備事業　多良岳地区）」より（P.20）
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前号でお知らせのとおり，
本号より，以下の点について変更になります。 

今後も会員の皆様のニーズにあった技術情報の提供に努めてまいりますので，
引き続き，皆様のご支援を宜しくお願いします｡

◆表紙のデザイン

◆誌面の大きさ（B5判 → A4判）

◆発行回数（年4回（6月，9月，12月，3月）→ 年3回（7月，11月，3月））

　農業土木技術研究会では「農業水利施設のストックマネジメントの展開」をテーマとし
て，下記の予定で「平成21年度農業土木技術研究会研修会」を開催します。プログラムな
どの詳細については別途案内チラシをご覧下さい。

記
１．日　　時 平成22年1月28日（木）　10時～16時30分
２．場　　所 東京都千代田区北の丸公園2－1　科学技術館　地下2階
 　　　サイエンスホール　TEL. 03－3212－8485
３．参 加 費 会　員　5,000円（機関誌｢水と土｣を毎号購読されている方）
 非会員　8,000円
４．申込方法など　①締め切り　平成22年1月15日（金）
　　　　　　　　　②申込み先　東京都港区新橋五丁目34－4　農業土木技術研究会
　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL. 03－3436－1960／FAX. 03－3578－7176
　　　　　　　　　③申込方法　ファックスまたはハガキなど書面でお申し込みください。
５．そ の 他 この研修会は農業土木技術者継続教育のプログラム認定を受けております。
 継続教育機構会員の方は申込みの際に申込書に会員番号を併せてご記入下さい。

平成21年度農業土木技術研究会研修会開催のご案内

【事務局よりお知らせ】
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水と土 第158号 報文内容紹介

砕･転圧盛土工法による東山池堤体の
耐震補強・漏水防止事例

大泉俊充・福島伸二・谷　　茂

　本稿は，山形県鶴岡市内にある東山池の堤体を砕･転圧盛土工法に
より耐震補強と漏水防止を目的とした改修を実施した事例を紹介した
ものである。
　東山池は大正14年（1925）に築造された潅漑用ため池で，約80年以
上の経過により老朽化が進み，堤体が断面不足や漏水により地震時安
定性が不足していた。また，池内には底泥土が堆積して貯水容量回復
のための除去処分も必要とされていた。堤体改修は，既設堤体の上流
側に堤体補強と漏水防止のためのコアゾーンを，下流側に堤体補強の
ためのランダムゾーンをそれぞれ砕･転圧盛土工法により築造したも
のである。砕･転圧盛土工法は原料土として底泥土を含む池敷掘削土
と既設堤体の開削土からなる3種類を用いて2種類の築堤土を製造した
もので，施工では複雑な材料管理が必要とされた。
	 （水と土　第158号　2009　P.	10　設・施）

排水機場の基礎杭形式の検討について

西川幸秀・工藤俊隆

　国営かんがい排水事業江別南地区は，江別市及び北広島市に位置す
る畑作野菜を主体とした農業地帯である。地区内の土質は泥炭及びシ
ルト層が分布する軟弱地盤であり，農地の湛水及び過湿被害の解消を
目的に排水機場及び排水路の整備を行うものである。
　本報では，新設する中央幹線排水機場の設計にあたり，一般的な支
持杭形式の他に，下層部に堆積する洪積粘性土層に着目して，摩擦杭
形式を検討した結果を報告するものである。
	 （水と土　第158号　2009　P.	24　設・施）

広域農道知多半島地区におけるオオタカの営巣に
配慮した工事の施工について

大石恭敬

　広域営農団地農道整備事業知多半島地区において，計画路線周辺に
オオタカの営巣が確認された。オオタカの営巣地に近接して計画され
た本事業においては，工事実施前より，オオタカの生息状況，営巣状
況を確認（モニタリング調査を実施）し，オオタカ営巣地付近工事事
業調整会議を通じて，専門家の意見を踏まえながら，オオタカ保全対
策の内容と範囲を決定し，保全対策工事を実施した。本地区の施工事
例を紹介する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	33　設・施）

香川用水地区における施設機能保全の
取組みについて

鈴村和也・的場幸男・茂木正史・大森康弘

　香川用水地区では，これまで国営香川用水土地改良事業（S43〜55
年度）にて造成した全ての農業水利施設（幹線・支線水路，揚水機場
及び畑かん施設等）を対象に，ストックマネジメントに基づく機能診
断調査と健全度評価を行ってきた。
　本稿では，機能診断調査，健全度評価，対策工法の検討等のプロセ
スと，サイホン・パイプラインに対する詳細調査手法や変状機構の解
明及び香川用水地区健全度評価基準の適用，更新事業の計画について
紹介する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	44　設・施）

高橋脚農道橋の設計・施工
（広域農道整備事業　多良岳地区）

吉田恭一・片渕隆昭・鶴田　誠

　広域農道整備事業　多良岳地区の高橋脚建設工事で採用した，鋼管
コンクリート複合構造橋脚の構造特性・施工特性及び実際の施工で感
じた点などを報告する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	19　設・施

日影と調和に配慮したファームポンドの設計

篠原政彦・受川美紀・五十嵐優樹
肥後野　淳・嶋本栄治

　農作物にとって光は植物成長に不可欠であり，ファームポンド建設
時には日影の影響を十分に考慮し，農作物への影響を極力少なくする
ことが必要であるまた，国民財産としての環境保全に対する国民の関
心は大きく，地域資源保全の中心となる人々が居住する集落とその周
辺に対して，景観形成は重要である。北総中央農業水利事業では，農
業用水の安定供給を図りつつ，地域に溶け込むファームポンドを計画
し，現在整備が行われている。
	 （水と土　第158号　2009　P.	29　企・計）

簡易振動診断技術を用いたポンプの
健全度評価について

末政信夫・中田一茂・米澤　亘

　ポンプ設備の有効利用を行うためには，長寿命化や保全コストの低
減，更新を合理的・経済的に実施することが必要である。そのために
は，現在の設備状態を知ることが重要であり，その把握を行うため機
能診断調査が必要となる。機能診断には，人の五感で行う一次診断と
専門技術者が行う二次診断があるが，石川県において測定者の個人差
が生じる一次診断の結果を補完するために導入している簡易振動診断
技術について紹介する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	37　企・計）

羽鳥ダムにおける堤体の安全管理について

菊地淳一

　羽鳥ダムは福島県中通り地方にある，農業用水の取水を目的とした
ゾーン型フィルダムである。
　今回，ダム堤体表面に湿潤箇所が見られたため，漏水観測施設と地
下水位観測孔の測定結果を基に原因を調査した。
　観測値は雨水に連動しており，湿潤部周辺にドレーンを設けた後は
湿潤部が無くなったことから，湿潤の原因は，水はけが悪い堤体表面
に雨水が残り湿潤していたと考えられる。
	 （水と土　第158号　2009　P.	51　設・施）
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地下ダム地表貯水部の塩水侵入対策について

伊藤　誠・島袋　進

　国営伊是名農業水利事業の水源である千原地下ダムは，地下貯水部
と地表貯水部で構成されており，地下貯水部はダム天端標高がEL1.0m
の塩水侵入阻止型の地下ダム，地表貯水部も貯水池底盤がEL−11.0m
の海面下の貯水池であり，計画時から塩水の侵入が懸念されていた。
　この報文では，地表貯水部底盤において実施した塩水侵入対策工に
ついて紹介する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	56　設・施）

<歴史的土地改良施設>

連続した石張りコンクリートため池
（平山，平山上ため池）

倉岡孝幸・鹿子木勝博

　熊本県天草郡苓北町において，戦前に平山ため池，戦中戦後に平山
上ため池が築造された。両ため池は，表面を自然石組で保護したコン
クリート重力式である。当時の用水不足の状況，悲願であったため池
の築造，現在の歴史的施設の位置づけと保全の方針までを含めて報告
する。
	 （水と土　第158号　2009　P.	77）

農業水利施設等の農家施工による
機能保全対策の取り組み

飯田憲立・車古宏史・石田栄利
岡村裕司・岩岡兼始・黒川　貴

　近年，農村の過疎化，高齢化の進行や農家戸数の減少などにより農
業用施設の維持管理コストや労力の負担増に対する懸念が広がってい
る。このような中，行政の技術者と農家が一緒になって問題解決にあ
たる手法の確立を目指し，まずはきっかけづくりとして，水路の漏水
対策について農家に簡易な補修方法（ノウハウ）を習得してもらい，
自らが直接施工することで低コストかつ効果的な施設の長寿命化を図
る活動を推進している。
	 （水と土　第158号　2009　P.	67　設・施）



—　　—5 水と土　第158号　2009

１．Web 検索サービスの開始

　農業土木技術研究会の会員サービスの一環として，平成20年6月よりWeb上で「水と土」の検索サービスを行っ
ております。平成21年11月現在，第1号（昭和45年）から第148号までの各号を検索・閲覧することができます。

２．アクセス

　全国農村振興技術連盟のホームページ（http://www.n-renmei.jp/）の「水と土」のコーナーから，もしくは直
接，検索サービスページ（http://mizutotuti.jp/）を開いて下さい（図−1）。
　以下のトップ画面の「ログイン」をクリックし，ユーザー名（U）及びパスワード（P）を入力（図−2）して
「OK」をクリックすれば，検索画面（図−3）が立ち上がります。
　なお，パスワード等は，不定期に変更する場合がありますので，入力する際は最新号をご覧下さい。

会員向けに「水と土」のWeb検索サービスについて

図−1

図−2
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３．検索

⑴一覧からの選択
　一覧の「図書名」をクリックすると当該号が全てPDFファイルで表示されます。
　また，「目次」をクリックすると，当該号の目次が表示されます。
⑵全文検索
　目次内検索をクリックすると「目次内全文検索」の画面が立ち上がります（図−4）。
　ここでは，全文検索機能を使い，各号「水と土」の目次内にあるキーワードを手がかりに，自分が探したい報文
などの抽出を行います。
　検索方法は以下のとおりです。

図−3

図−4
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　①単一単語検索
　　調べたい単語を一つ指定するだけのもっとも基本的な検索手法です。
　　　例：ダム
　②AND検索
　　	ある単語とある単語の両方を含む文書を検索します。検索結果を絞り込むのに有効です。3つ以上の単語を指
定することも可能です。単語と単語の間に	and	を挿みます。

　　　例：ダム	and	工法
　　andは省略できます。単語を空白で区切って羅列するとそれらの語すべてを含む文書をAND検索します。
　③OR検索
　　	ある単語とある単語のどちらかを含む文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。単語と
単語の間に	or	を挿みます。

　　　例：ダム	or	工法
　④NOT検索
　　	ある単語を含み，ある単語を含まない文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。単語と
単語の間に	not	を挿みます。

　　　例：ダム	not	工法

４．会員申し込み

　トップページの「入会の申し込みはこちらから」をクリックすると入会案内・手続きのページが表示されます。
　ここでは，入会申込みフォームを使ってWeb上での入会申し込みが出来るほか，FAX・郵便用の申込用紙をダウ
ンロードすることが出来ます（PDFファイル）。

図−5
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　個人的なことで恐縮だが，働き始めてから異動に伴い国内外10を超える任地で暮らした。中でもエジプトでは
人類の歴史や文明について思いを巡らせる機会が多かった。それを促したのはピラミッドなどの歴史的遺産では
なく，悠久のナイルの流れが支え続けてきた「農」の姿であった。エジプトにおける農耕は7千年前に始まったと
いう。以来，絶えることなく営農が続けられ，灌漑農業がエジプトを支えてきたといっても過言でない。ところが
今，深刻な水不足に陥っている。その歴史と現在の状況をみてみよう。
　周知のとおり，エジプトは年間に数日しか雨が降らない砂漠の国であるが，上流諸国に降った雨が唯一の河川で
あるナイル川に流出し，毎年夏にナイル川周辺やデルタに洪水をもたらした。その水が引いた秋，氾濫原の窪地に
麦の種をまき，春に収穫する年1作の農耕が始まった。やがて，人々は氾濫原を堤防で囲み，用排水路や水門を設
けて水を効率よく利用するようになった。灌漑の始まりである。ベイズン灌漑と呼ばれるこの灌漑方法により，
ファラオの時代から19世紀まで同じ姿の営農が展開された。
　この古代から19世紀初頭までの数千年間，エジプトの人口は，3百万人から5百万人の間で推移しあまり大きな変
動はなかったとされている。その人口を支えるだけでなく，穀物を周辺諸国に輸出するほどの，豊かで持続可能な
農業が展開されていたといえよう。
　ナポレオンのエジプト遠征を契機に19世紀になるとエジプトにも近代化の波が押しよせ，農業も急速にその姿を
変えていく。政府は殖産興業にのりだし，輸出産業として夏作である綿花栽培を奨励した。このため，非洪水期に
もナイルの水が利用できるよう用水路を掘り下げ，1861年にはデルタの分岐点に取水堰を完成させた。その後，取
水量の増加をめざし初の貯留施設としてアスワンダムが1902年に完成。1950年までにはいくつかの堰が建設され，
ベイズン灌漑は姿を消し，周年栽培（2毛作）が普及していった。
　この間，1900年に1,000万人だったエジプトの人口は，1950年には2,150万人へと2倍に増えた。一方，耕地面積は
この間に230万haから250万haへとわずかな伸びにとどまったが，周年栽培により作付面積は増大した。近代技術に
よる水資源開発が，国民の食と国の成長を支えた時代であった。
　エジプトの人口は1940年代以降急増してくる。これに対処するため1950年代に入るとアスワン･ハイダムの建設
と砂漠の開拓が計画された。ハイダムは1970年に完成してナイルの洪水がなくなると同時に，エジプトは年間利用
可能水量555億m3の大きな水瓶を手に入れた。また，砂漠開発は2005年までの55年間に新たな耕地100万haを生み
だし耕地面積は1.4倍の350万haに拡大した。しかし，この間にも人口は増加し，7,720万人（2005年）と3.6倍になっ
た。その結果，先進国並みの穀物の単収を誇る農業国エジプトではあるが，今では主食の小麦の40％を輸入に頼る
一大小麦輸入国になってしまった。
　エジプトの人口は2050年には1億3千万人と見込まれ，さらなる食料増産が必要で，現在も大規模な砂漠開発に力
を注いでいる。しかし，既にダムの水は限界まで利用し尽くされ，国内には新たな水資源開発適地もないことか
ら，開発した農地に対する水手当ができるか疑問視されている。また，既存用水の合理化を進めるとともに上流諸
国と合同でナイル川の開発を目論んでいるが，これらは一朝一夕には進まない。問題解決の前に，水資源が支えき
れる限界を激増する人口が超えてしまいそうである。
　21世紀の最大の課題は，食料と水だといわれている。上述のエジプトの状況は，21世紀の世界を予告し，警笛を
鳴らしている。百年前に20億人だった世界の人口は，2000年には3倍の60億人を超え，現在は68億人。2050年には
92億人になると見込まれている。特に，人口大国の中国とインドでは経済成長に伴い肉を食べる人口が増えること
から，膨大な穀物生産が必要となろう。
　その一方で，穀物生産を支える用水の現状をみると，世界の主要生産地で水不足が深刻化してきている。アメ

【巻頭文】

歴史から食料と水の今を考える

橋　本　　　晃＊

	 （Akira	HASHIMOTO）

　＊北陸農政局土地改良技術事務所
	 （Tel．076−292−7900）
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リカの穀倉地帯グレートプレーンズの水源であるオガララ帯水層では，地下水の過剰な揚水により地下水位が低下
し，用水のくみ上げができず耕作放棄地が拡大している。この水は氷河期に長い間かけて蓄えられた化石水である
から一旦枯渇してしまえば再生できない。中国では小麦の過半を生産する華北平原で同様に地下水低下が著しく，
インドでも2,000万台以上の電動ポンプの過剰くみ上げにより，井戸が枯れてきている。今や世界の食料は，自然の
摂理を超えた，持続困難な生産により支えられている状況にある。加えて，バイオ燃料向けの穀物需要の増大や地
球温暖化の影響などが状況を一層悪くするであろう。
　ここで改めてわが国の状況をみると，今後は人口が減少傾向にあり，用水も今ある水資源をうまく使っていけば
問題ないと考える向きもあろう。しかし，低い食料自給率が問題である。需給の逼迫により穀物価格が高騰した
一昨年来，農産物の輸出規制を行う国々が現れ，また，食料をめぐる暴動が多くの国で発生した。経済連携協定
（EPA）や自由貿易協定（FTA）を結ぶ中で日本への優先的な食料供給を保証してもらえばよいという議論もある
が，世界が食料難に向かう中で日本だけが大量の食料を輸入し続けるわけにはいかないだろう。国民レベルで真剣
に食料自給率を上げる努力をしなければならない時代が必ず来よう。その時は農産物の輸入量が減少し国内での生
産量が増えることとなり，その分だけの農地と用水の手当てが必要となる。そして，その時には農業土木技術者の
果たすべき役割はとても大きなものになってくるだろう。その時まで水土里の資産をしっかり守るとともに，新た
な時代に役立つ技術を身につけておくことが大切である。
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１．まえがき

　東山池は大正14年（1925）に築造された潅漑用ため
池で，約80年以上の経過により老朽化がすすみ，堤体
が断面不足や漏水により地震時安定性が不足していた
だけでなく，洪水吐と取水施設も損傷して機能が著し
く低下していた。また，池内には底泥土が堆積して貯
水容量回復のための除去処分も必要とされていた。そ
こで，東山池では耐震補強と漏水防止のための堤体改
修を行い，併せて洪水吐と取水施設を現行基準に合致
するように改築することになった。さらに，東山池は
上池をもつ重ねため池であったため，堤体改修に併せ
て上池の貯水容量代替のために池敷を約20,000m3だけ
掘削することになり，大量の土捨処分が発生すること
になった。
　しかしながら，東山池では堤体改修に必要な強度と
遮水性を有する築堤土を池近傍で必要量入手できな
かったことや，貯水量拡大による大量の池敷掘削土，
特に底泥土の土捨て場を確保できなかった。さらに，
既設堤体は底樋改築のために開削と埋戻しを必要とす
るが，堤体土が火山灰質粘性土であり，開削土をその
まま埋戻すと軟弱化して所要の強度が得られないだけ
でなく，転圧不能になることが予想された。そこで，
堤体改修は砕･転圧盛土工法を採用して，池敷掘削によ
る底泥土Mdと，その下に堆積している火砕流堆積土
Gp，開削堤体土Bkを堤体の耐震補強と漏水防止のため
のコア・ランダムゾーンと，開削部埋戻しのための築
堤土に利用して場外処分量を削減することにした。

　本稿は，砕･転圧盛土工法による東山池の堤体改修事
例を紹介するもので，コアゾーンとランダムゾーンに
よる耐震補強と漏水防止のために採用した堤体ゾーニ
ングと，底泥土を含む3種類の掘削発生土を原材料とす
る砕･転圧盛土工法の設計・施工法について述べる。

２．砕 ･ 転圧盛土工法の概要

　ため池は築造年代が古く，老朽化による堤体の断面
不足や漏水等により早急な改修を必要とするものが多
い。しかしながら，最近ではこの改修に必要な遮水性
や強度に適した築堤土を池近傍で入手困難になってい
る。また，老朽ため池には貯水容量低下や水質悪化の
原因になる底泥土が堆積し，その除去処分が必要とさ
れているものの，土捨て場の確保が近年ますます難し
くなっている。そこで，底泥土を土捨て処分すること
なく，築堤土に有効活用できる砕･転圧盛土工法が開
発され1），これまでに数箇所のため池の堤体改修に適
用されている2）。
　砕･転圧盛土工法は，図−1に概念的に示すように，
老朽化ため池やフィルダムの堤体改修と池内の底泥土
の除去処分を同時に達成するために，底泥土をセメン
ト系固化材により固化処理して所要の強度と遮水性を
有する築堤土として製造し，堤体の補強や漏水防止の

図−1　砕･転圧盛土工法の概念図
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きるので，堤体ゾーニングを予め決めてから，堤体全
体がFS≧1.20を満足するのに必要な砕･転圧土ゾーンの
強度を逆算することになる。
　東山池では，堤頂部が道路として利用され堤体軸の
移動が難しいため，既設堤体の上・下流側にコアある
いはランダムゾーンを腹付けるゾーニングとした。す
なわち，図−2に底樋改築のための開削部の標準断面
を，図−3に非開削部の標準断面をそれぞれ示すよう
に，堤体上流側には堤体の補強と漏水防止を兼ねたコ
アゾーンI（1：3.0）と，堤体下流側には既設堤体との
間に浸潤面低下のためのフィルターゾーンIIIを挟んで
ランダムゾーンII（1：2.5）を砕･転圧土により築造す
ることにした。砕･転圧土が強度を固化材添加量の増
減により容易に制御できるにもかかわらず，改修後堤
体の法面勾配が比較的緩い理由は，工事発生土を可能
な限り堤体改修に利用することで場外処分量を少なく
した方が経済的に有利であったからである。
　なお，既設堤体は高含水比で軟弱な火山灰質粘性土
であり，開削部をそのまま堤体開削土Bkにより埋め戻
すには施工機械のトラフィカビリティーが得られず転
圧が難しいと判断されたため，開削部は図−2に示し
たようにランダムゾーンII1〜II4として砕･転圧土によ
り埋戻すことにした。埋戻し部のうち堤体中心付近の
土被り圧が高い部分は，砕･転圧土の固結構造が降伏
しないように，土被り深さに応じてII1〜II4のように
強度レベルを変えてゾーニングした。
　砕･転圧土による築堤土量は，コアゾーンIがVI≒
15,200m3，ランダムゾーンが堤体下流側のゾーンIIと
開削部のゾーンII1〜II4の埋戻し土量VII≒15,200m3を
合せた30,400m3となる。全築堤土量は以上の砕･転圧
土量に，開削堤体土Bkを流用する覆土約4,900m3と
フィルターゾーンIIIの購入砂VIII≒900m3を加えた約
36,200m3であった。表−1には東山池の改修前・後の
堤体仕様をまとめて示す。
　東山池の特徴は，図−4の堤体軸における横断面図
からわかるように，堤長が堤高に比較して短く，また
左右両岸の地山が狭い谷地形を形成しているため，底
樋部の開削により既設堤体のかなりの部分がなくなっ
てしまうことである。

ための築堤を行うものである。築堤は一定の初期固化
期間tSだけ固化させた底泥土（これを初期固化土とい
う）を規定の最大粒径Dmaxにより解砕して，さらにこ
れを通常の築堤土と同様に均一に撒出し，一定層厚に
敷均してから転圧することで1層毎に行う（これを砕･
転圧土という）。
　砕･転圧土はtSと初期固化土の解砕･転圧後の経過期
間tCCを合わせたt=tS＋tCCが全固化期間になり，tSは
解砕･転圧後の再固化強度の発現に影響する。また，
Dmaxは強度と遮水性の両方に影響し，Dmaxを大きくし
た砕･転圧土ほど強度が大きく，透水係数も大きくな
る。このため，砕･転圧土により所要の強度と遮水性
を有する堤体を築造するにはtSとDmaxを適切に管理す
る必要があり，このことが一般の土質改良工3）と異な
る点である。なお，tSは解砕・転圧時の強度が施工機
械のトラフィカビリティーが期待できるtS=3日を標準
とし，施工上の効率などを考慮してtS=4日とすること
もある。
　従来，単なる底泥土の固化処理土（ここでいう初期
固化土）は強度を固化材添加量の加減により容易に制
御できるが，通常の築堤土に比較して破壊ひずみが小
さく脆性的なひずみ軟化型の応力〜ひずみ特性にある
ため，既設堤体との間の極端な強度や変形性の相違に
起因するクラックが生じやすく貯水用の堤体には使用
できなかった。砕･転圧盛土工法は，このような固化
処理土を築堤土として使用する場合の問題点を，初期
固化させた底泥土を固化途上中に解砕して通常の築堤
土と同様に転圧して築堤すると，再固化時の応力〜ひ
ずみ特性が通常の築堤土と同じひずみ硬化型になる性
質を利用して既設堤体との密着性（なじみ）を良くし
たものである。

３．堤体ゾーニングの決定

3．1　堤体ゾーニングと掘削発生土の利用計画
　通常の築堤土による堤体改修法では，堤体が安全率
FS≧1.20を満足して安定するように，築堤土が有して
いる強度に応じて堤体ゾーニングが決定される。これ
に対して，砕･転圧盛土工法による堤体改修では，築
堤土の強度を固化材添加量の増減により自由に設定で

図−2　東山池の改修後堤体の標準断面（開削部A−A’）
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3．2　混合泥土 I・II の混合比の決定
　池敷と既設堤体からの掘削土は合計約50,800m3で，
各掘削土の発生源とその土量を図−5に示す。上池
の貯水量代替のための池敷の掘削土は底泥土Md-r約
5,400m3と火砕流堆積土Gp-r約16,700m3である。
　底樋改築のための堤体の開削や段切りによる発生土
Bkは約10,300m3である。また，堤体上流側法先部の止
水トレンチからの掘削土は底泥土Md-t約2,900m3と火
砕流堆積土Gp-t約16,500m3である。
　以上のうち砕･転圧土に使用可能な掘削土は，Md材
が池敷掘削からの5,400m3（Md-r）と止水トレンチ掘
削からの2,900m3（Md-t）を合わせた8,300m3から，掘
削とストックに伴うロスとして想定した1,000m3を差
し引いた

VMd=8,300−1,000=7,300m3

である。Bk材は総発生土量約10,300m3から覆土に使用

する約4,900m3と掘削・ストックロスとした1,000m3を
差し引いた

VBk=10,300−（4,900+1,000）=4,400m3

となる。また，Gp材は池敷の底泥土層下を掘削した
16,700m3（Gp-r）と止水トレンチ部の底泥土層の下の
火砕流堆積層の掘削土16,500m3（Gp-t）を加えた

VGp=16,700＋16,500=33,200m3

となる。
　Md材，Bk材，Gp材は軟弱で土捨て処分が困難なも
のから砕･転圧盛土工法の原料土として利用し，コア
ゾーンIでは強度と遮水性が，ランダムゾーンIIでは
強度がそれぞれ確保できることを考慮して，各原料土
の利用区分を決めた。各原料土の粒度特性と物理化学
的特性は粒度試験（JIS	A1204）と液性･塑性限界試験
（JIS	A1205）により調べ，試験結果を図−6にまとめ
て示す。図から，各原料土はどれも細粒分含有率FCが
80％以上であり，砕･転圧土の原材料として単独で使用
しても十分遮水性が確保できそうである。ただし，池
敷のMd層の下に堆積しているGp層は掘削深さの増加
により風化（粘土･土砂化）の程度が低くなり転石や
砂礫などの粗粒分が増加することがボーリング調査結
果から想定されたため，遮水材として使用するには粗
粒分量の変化に注意が必要である。そこで，高含水比
で軟弱なために場外処分しにくいMd材とBk材は砕･転
圧土の主原料土としてすべて場内で使用し，これらの
不足分にGp材を，特に風化度の進んだ粘土化したもの
から利用することにし，残りを場外処分することにし
た。各原料土の組み合わせは以下のように決定した。

図−3　東山池の改修後堤体の標準断面（非開削部B−B’）

図−4　東山池の改修後堤体の堤体軸横断面

表−1　東山池の改修前・後の堤体仕様
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　すなわち，コアゾーンIは遮水性を確保しやすいMd
材のVMd=7,300m3を基本として，コアゾーンIの築堤土
量VI=15,200m3の不足分（VI−VMd）にGp材のうち掘
削深さの浅い部分の相当する粘土･土砂化の進んだ細
粒分の多いものを加えて混合泥土I（Md+Gp）として
使用する。Md材とGp材の混合比は湿潤状態での体積
比MVIで表示すると
　　MVI =（VI−VMd）/VMd=VGp/VMd
　　　　=（15,200−7,300）/7,300≒1.1
となった。ランダムゾーンII，I I 1〜I I 4はBk材
のVBk=4 , 4 0 0m 3に，ランダムゾーンの築堤土量
VI=15,200m3の不足分（VII−VBk）にGp材を加えて混
合泥土II（Bk+Gp）として使用する。Bk材とGp材の
混合比MVIIは
　　MVII =（VII−VBk）/VBk=VGp/VBk
　　　　=（15,200−4,400）/4,400≒2.5
となった。以上から，場外処分土量は総発生土量約
50,800m3のうち，砕･転圧土の原料土の約30,400m3と覆
土・埋戻しに使用する約4,900m3を除いた約15,500m3と
なり，約3割まで削減することができた。
3．3　フィルターゾーンの構成
　ランダムゾーンIIと開削部のゾーンII1〜II4の築造

に使用する砕･転圧土IIは，遮水性を要求されないも
のの，原材料の混合泥土IIが後述するように細粒分を
多く含むため，ある程度の遮水性が確保されることに
なる。また，コアゾーンI背面の非開削部の既設堤体
は，特定しにくい局部的な浸透経路（みずみち）を除
けば，ある程度の遮水性を有していると考えられる。
したがって，砕･転圧土によるコアゾーンIとランダム
ゾーンII，既設堤体からなる改修後の新堤体は，全体
的にみると均一型に近い状態にあると考えられる。
　改修後の堤体をコアゾーンIとランダムゾーンIIに
関係なく均一型とみなして，Casagrande法により浸
潤面を推定してみる。法先ドレーンだけを設置する場
合の浸潤面は図−7に示すαのように高位置になり法
面途中に現れてしまう。東山池は，基礎地盤が傾斜し
ているため，堤体下流側法先での堤体直高がH=18.6m
と高く，堤体安定上から考えると浸潤面が法面途中に
絶対に現れないことが望ましい。水平ドレーンを法先
ドレーンから既設堤体まで延ばすと，浸潤面は法先ド
レーンだけの場合に比較して図−7に示すβのように
やや低くなるものの，まだ法面に近くにありドレーン
長がやや不足する。そこで，浸潤面が堤体法面に接近
しないように，既設堤体に腹付けるようにフィルター
ゾーンIIIを配置することにした。フィルターゾーンIII
は，浸潤面βが全面的に受け止められるように，天端
面をEL166.00にすることにし，傾斜部と水平ドレーン
部の厚さをそれぞれ1.0mと0.50mにした。

４．砕 ･ 転圧盛土工法の設計

4．1　混合泥土の粒度特性
　室内配合試験におけるMd材，Bk材，Gp材の各原料
土の含水比wは実施工で想定される含水状態を基準含
水比wOとするのが理想である。Md材は，落水状態の
池敷から採取したので，採取時の含水比w=127.0%を

図−6　原料土Md材，Bk材，Gp材粒度曲線

図−5　池敷と既設堤体からの掘削発生土とその利用計画
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定するものとしている1）。すなわち，初期固化土では
固化材を添加してからt=tS=10日目の強度（qu）IS10で，
砕･転圧土ではt=10日から初期固化した日数tSを差し
引いた解砕・転圧後からの日数tCC，tS=3日の場合に
はtCC=t−tS=10−3=7日目の強度（qu）CC7により設定す
る。そして，目標強度は一軸圧縮強さにより表示する
場合には初期固化土では（qu）IS*により，砕･転圧土で
は（qu）CC*としている。
　（qu）CC*は，堤体全体の安定計算により所要の
FS=1.20を満足して堤体安定に必要とされる砕･転圧土
ゾーンの強度（qu）CCStabilityと，築堤中の施工機械のト
ラフィカビリティーを確保するのに必要とされる強度
（qu）CCTrafficabilityを比較して大きい方の値
　　（qu）CC*=[（qu）CCStability,（qu）CCTrafficability]max	 （1）
として決定する。

そのままwOとした。また，Bk材とGp材は，Md材に比
較して含水比変動が少ない状態で堆積していたことか
ら，採取時のw=62.8%（Bk），54.8%（Gp）をそれぞ
れのwOとした。
　混合泥土の基準含水比（wMix）Oは所定の混合比に
より2種類の原料土をそれぞれのwO状態で合わせた
時の値とした。また，混合泥土の密度ρtは各原料土
単体のwOからヘドロや泥土について提案されてい
るρt〜w関係4）から推定するものとし，Md材ではρ
tMd=1.36g/cm3（wO=127％），Bk材ではρtBk=1.62g/
cm3（wO=63％），そしてGp材ではρtGp=1.67g/cm3

（wO=55％）として次式
　　混合泥土I：ρtI=（ρtMd+ρtGp･MVI）/（1+MVI）
　　混合泥土II：ρtII=（ρtBk+ρtGp･MVII）/（1+MVII）
によりそれぞれ算定した。
　混合泥土の混合比は前述したように体積比MVIある
いはMVIIにより表示したが，室内配合試験での試料準
備には体積比よりも質量比の方が便利である。そこ
で，試料の準備は湿潤状態での質量Mと湿潤密度ρtか
ら算定した質量比
　　混合泥土I：MWI=MGp/MMd=MVI･（ρtGp/ρtMd）
　　混合泥土II：MWII=MGp/MBk=MVII･（ρtGp/ρtBk）
によりそれぞれ行った。
　図−8にはMd材とGp材，これらをMVI=1.1で合わせ
た混合泥土Iの粒度曲線を示す。図−9にはBk材とGp
材，これらをMVII=2.5で合わせた混合泥土IIの粒度曲
線を示す。図から，FCは混合泥土IがFC≒84%，混合
泥土IIがFC≒75%とどちらも細粒分を多く含んでいる
ので，混合泥土Iによる砕･転圧土Iと，混合泥土IIによ
る砕･転圧土IIは遮水性が確保できるものと考えられ
る。
4．2　目標強度の設定
　一般に，底泥土をセメント系固化材により固化処理
した初期固化土や砕･転圧土の強度発現特性は養生日
数tとともに増加し，その傾向はおおよそ1週間後まで
急増し，それ以降緩やかな増加に転じるようになる。
そこで，砕･転圧盛土工法における目標強度は強度の
増加傾向が緩やかになり始めるt=10日目の値により設

図−8　混合泥土I（Md＋Gp）の粒度曲線

図−9　混合泥土II（Bk＋Gp）の粒度曲線

図−7　フィルターゾーンIIIと浸潤面位置
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般の土質改良工での取扱い3）の場合と同様に，単に
　　（c'）CC=（qu）CC/2	 ⑵’
が成り立つとしていた。しかし，上式は堤高Hが
H=10m未満の小規模な場合，あるいは勾配が緩く堤体
安定に必要な砕･転圧土の強度レベルが低い場合にほ
ぼ成り立つが，堤高が高く砕･転圧土に要求される強
度レベルが高くなると成り立たなくなる。東山池は堤
高H=14.7m（下流側では直高H=18.6m）とため池とし
て規模が大きいので，室内配合試験から求めた（c'）CC
〜（qu）CC関係式⑵を採用することにした。
2）トラフィカビリティーの確保に必要な強度
　築堤中の施工機械のトラフィカビリティー確保に必
要な強度（qu）CCTrafficabilityは，初期固化土を所定のt=tS
日目に解砕･転圧してから，直ちに撒出し→敷均し→
転圧をして築堤する時の解砕･転圧当日のtCC=0日目の
強度（qu）CC0から設定される。（qu）CC0は，土地改良事
業設計指針『ため池整備』5）に規定されている「ため
池の堤体基礎地盤で要求される機械施工が可能な地耐
力（コーン指数qc=490kN/m2が目安）」を満足しなけ
ればならないとすると，qcと一軸圧縮強さquの関係式
（qu=qc/7.5）により
　　（qu）CC0=qC/7.5=65kN/m2	 ⑶
と推定される1）。そして，（qu）CCTrafficabilityは（qu）CC0が
目標強度設定日であるt=10日に相当する砕･転圧土の
強度，すなわちtS=3日ではtCC=t−tS=10−3=7日目ま
でに発現される（qu）CC7，あるいはtS=4日ではtCC=t−
tS=10−4=6日目までに発現される（qu）CC6となる。
　（qu）CC7あるいは（qu）CC6と（qu）CC0の関係は直線近
似が可能であり，事前の室内配合試験により求めてお
く必要がある。砕･転圧土Iでは
　　tS=3日：（qu）CC7=18+1.80･（qu）CC0	 （4a）
　　tS=4日：（qu）CC6=4+1.55･（qu）CC0	 （4b）
となり，また砕･転圧土IIでは
　　tS=3日：（qu）CC7=26+1.92･（qu）CC0	 （5a）
　　tS=4日：（qu）CC6=12+1.59･（qu）CC0	 （5b）
によりそれぞれ近似できた。
　砕･転圧土Iと砕･転圧土IIの（qu）CCTrafficabilityは，
（qu）CC0を式⑷〜⑸に代入すると，砕･転圧土Iでは式
（4a），式（4b）から
　　tS=3日：（qu）CCTrafficability=（qu）CC7=135kN/m2

　　tS=4日：（qu）CCTrafficability=（qu）CC6=105kN/m2

と推定され，砕･転圧土IIでは式（5a），式（5b）から
　　tS=3日：（qu）CCTrafficability=（qu）CC7=151kN/m2

　　tS=4日：（qu）CCTrafficability=（qu）CC6=119kN/m2

と推定される。（qu）CCTraficabilityはtS（3日と4日）だけで
なく，砕･転圧土IとI）においても異なっている。
4．3　目標強度と固化材添加量の決定
　コアゾーンIとランダムゾーンIIの（qu）CC*は式⑴と
以上の結果による（qu）CCStabilityと（qu）CCTraficabilityを比較

1）堤体安定性に必要な強度
　堤体安定に必要な砕･転圧土の強度パラメータは固
化材添加量ΔMCにほぼ比例して増加する粘着力（c'）
CC=（c'）CCStabilityにより表示し，これは予め決定された
堤体ゾーニングのうち砕･転圧土ゾーンの（c'）CCだけ
をパラメトリックに変えて安定計算を実施してFSと
（c'）CCの関係を求め，FS≧1.20に相当する値として逆
算する。図−10は東山池の堤体ゾーニングの上・下流
側の各法面で最小のFSを与える常時満水位（FWL）
に本地区で想定される地震力kH=0.15を加えた状態
で，コアゾーンIとランダムゾーンIIの砕･転圧土の粘
着力（c'）CCを同時にパラメトリックに変えて実施した
安定計算から得られたFS〜（c'）CC関係を示す。各ゾー
ンの土質パラメータは事前に実施した土質調査・試験
から求めた値，あるいは推定した値を使用した。砕･
転圧土の（φ’）CCは室内配合試験によりΔMCに関係な
く（φ’）CC≒12〜15°が発揮されていることが確認さ
れたので，安定計算では一定値（φ’）CC=10.0°だけを
考慮することにした。また，基礎地盤Gp層はN≧30〜
50で堅牢な基盤を形成しているので，Gp層の強度パラ
メータはすべり面がGp層を通らないような値を設定し
た。
　図−10から，FS〜（c'）CC関係は堤体上・下流側で異
なり，法先部での直高が大きい下流側が最も危険な状
態になり，FS=1.20に相当する（c'）CCStabilityは
　　（c'）CCStability≧40kN/m2

と読み取れる。（c'）CCStabilityは，砕･転圧土I・IIについ
て実施した室内配合試験から得られた（c'）CCと（qu）CC
の関係式
　　（c'）CC=（qu）CC/2.8	 ⑵
により一軸圧縮強さ（qu）CCStabilityに
　　（qu）CCStability=2.8×（c'）CCStability=2.8×40=112kN/m2

のように変換した。これまで，（c'）CC〜（qu）CC関係は一

図−10　安全率FSと砕･転圧土の粘着力（c’）CCの関係
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　　（qu）IS10=a･[wMix/（wMix）O]b（b=−1.37）
と式⑹を組み合わせた
　　ΔMC=A+B･[（qu）IS*/αFL]･[wMix/（wMix）O）]-b	（7）
を利用して行うものとする1）。
4．4　砕 ･転圧土の沈下に対する目標強度
　既設堤体の開削部は，ランダムゾーンIIと同じ砕･転
圧土IIにより埋戻すことになっているが，堤体中心部
にあたるため，上･下流側に腹付けたコアゾーンIやラ
ンダムゾーンIIに比較すると高い土被り圧下に置かれ
る。堤体中心部の土被り圧σVは，埋戻し部の下層ほ
ど高い値となる。砕･転圧土により築造した堤体では
堤体内の土要素が受けるσV=γtCC･Z（γtCC=ρtCC･g，
ρtCC：砕･転圧土の密度，g：重力加速度，Z：土被り
深さ）により圧縮沈下するが，これが堤体の安定性や
遮水性に有害な影響を及ぼしてはならない。
　通常の築堤土は築堤に伴って増加するσVにより圧
縮沈下すると高密度化して強度が増加する。一方，砕
･転圧土は化学的に固結しているので，σVの増加によ
り生じる圧縮沈下は通常の築堤土に比較して小さいも
のの，ある限度以上の応力レベルを超えると固結構造
が降伏あるいは破壊することに注意しなければならな
い。砕･転圧土の固結構造が築堤に伴うσVにより降伏
しないようにするには，（qu）CC*を土被り圧σVよりも
高く
　　（qu）CC*≧σV

のように設定することで可能となる。そこで，東山池
では開削部をランダムゾーンII1〜II4として目標強度
レベル（qu）CC*を土被り深さZ毎に変えることにした。
ランダムゾーンIIの（qu）CC*が
　　tS=3日：（qu）CC*=151kN/m2

して決定すると表−2に示すようになる。すなわち，
砕･転圧土IではtS=3日において（qu）CC*=（qu）CCTraficability
となり，tS=4日において（qu）CC*=（qu）CCStabilityとな
る。また，砕･転圧土IIではtS=3と4日のどちらにおい
ても（qu）CC*=（qu）CCTraficabilityとなる。

　目標強度（qu）CC*を現場で達成するために必要な固
化材添加量ΔMC=ΔMC*は以下のように決定される。
　（qu）CC*は初期固化土に対する砕･転圧土と強度比R
　　R=（qu）CC*/（qu）CC*
により初期固化土状態の強度（qu）IS*に変換する必要
がある。R値は室内配合試験により決定され，表−2の
表中に示したようになった。
　（qu）IS*を現場で達成するために必要なΔMC*を求め
るには，現場と室内配合試験の間における混合条件の
相違を補正するために現場/室内強度比αFL（これまで
の実績からαFL=1/1.5としている）により（qu）IS*の強
度割増しをした室内配合強度
　　（qu）IS*/αFL
を考える。
　ΔMC*の決定には事前の室内配合試験により求めら
れたΔMC〜（qu）IS10関係を直線で近似した
　　ΔMC=A+B･（qu）IS10	（wMix=（wMix）O）	 ⑹
を使用し，（qu）IS10に（qu）*/αFLを代入して算定できる。
	東山池では，初期固化土IとIIについて図−11に示す
ような関係式
　　初期固化土I：ΔMC=49＋0.127･（qu）IS10
　　初期固化土II：ΔMC=0.277･（qu）IS10
が得られている。
　例として，コアゾーンIを築造する砕･転圧土にお
けるtS=3日の場合のΔMC*は，（qu）CC*=135kNm2，
R=0.51であるから
　　（qu）IS*=（qu）CC*/R=135/0.51=265kNm2

　　（qu）IS*/αFL=265×1.5=398kN/m2

　　　ΔMC=49＋0.127×398=100kg/m3

のように算定できる。表−2は各ゾーンのtS=3日とtS=4
日における（qu）CC*から算定されたΔMC*を示す。
　なお，ΔMC*は，混合泥土IとIIの各基準含水比
（wMix）Oに対して設定されているので，固化前含水比
wMixが（wMix）Oと差がある場合にはその差に応じて補
正する必要がある。強度（qu）IS10の含水比補正はwMix
の影響を表現した近似式である

表−2　コア・ランダムゾーンの（qu）CC*とΔMC*

図−11　初期固化土I・IIのΔMC〜（qu）IS10関係
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　図−13にはΔMCを変えた砕･転圧土IIについて実施
した三軸透水試験によるkTC〜σC関係を示す。砕･転圧
土IIによるランダムゾーンには遮水性が要求されない
ものの，図からコア材と同等の遮水性を有しているこ
とがわかる。このため，東山池ではコアゾーンIとラ
ンダムゾーンIIのようにゾーニングしているものの，
設計上の堤体内浸潤面の推定には，前述したように，
均一型堤体として扱う必要性が理解できよう。

５．砕 ･ 転圧盛土工法の施工

5．1　混合泥土の初期固化のための準備工事
　プラントヤードは広さ約150m2（幅10m×長さ
15m）を整地してから鉄板を敷いて準備し，ここにス
ラリープラント，圧送ポンプ，スラリー流量計，20t
水タンク，30tセメントサイロ2台からなるプラントを
設置した。また，土質試験室（2間×3間）はプラント
ヤードに隣接して設置し，施工管理に必要な各種の試
験装置・器具類を装備した。
　混合泥土の初期固化は深さ一定の固化ピット内で行
うので，池上流域の平坦部に当日固化分，1日目固化
分，2日目固化分，3日目解砕あるいは3日目固化分，4
日目解砕あるいは混合泥土投入分の図−14に示すよう
な寸法と形状を持つピット5個を造成した。固化ピッ

　　tS=4日：（qu）CC*=119kN/m2

であるから，許容土被り深さZは湿潤密度をγtCC
=15.9N/m3（室内配合試験による）とすると
　　tS=3日：Z≦（qu）CC*/γtCC=151/15.9≒9.5m
　　tS=4日：Z≦（qu）CC*/γtCC=119/15.9≒7.5m
のように求まる。そこで，土被り深さZが9.0mより浅
い部分はゾーンII4として，（qu）CC*はランダムゾーン
IIのtS=3日における値と同じとした。そして，これよ
り深い部分は3m毎にゾーンII2〜II4として，各ゾーン
の（qu）CC*は
　　（qu）CC*=γtCC･Z
として段階的に高く設定することにした。表−3には
ランダムゾーンII1〜II4における（qu）CC*と，これを
現場で達成するために必要なΔMC=ΔMC*を示してあ
る。ゾーンII1〜II4の形状は図−2の堤体標準断面に示
したように，水平部を堤頂面と同じ位置，同じ5m幅
とし，かつ上・下流側を堤体の法面形に相似させてそ
れぞれ1：3.0と1：2.5の勾配の台形とした。

4．5　砕 ･転圧土の遮水性
　東山池では，コアゾーンIが堤体補強だけでなく遮
水ゾーンとして機能するものなので，これの築造に用
いる砕･転圧土Iは所要の遮水性を満足していなければ
ならない。砕･転圧土の透水特性は堤体内の土要素が
受ける築堤に伴って土被り圧σVが増加する応力状態
のもとで調べることが望ましく，砕･転圧盛土工法で
はσVに相当する等方応力σCを加えた状態の透水係数
kTCが求められる三軸セルを用いた透水試験（以下三
軸透水試験という）を標準としている1）。
　図−12にはΔMCを変えた砕･転圧土I（t=tS+tCC=3+7=10
日）の三軸透水試験から得られたkTC〜σC関係を示
す。図から，砕･転圧土のkTCはσCの影響を強く受
け，σCの増加とともに低下すること，そしてkTCのσ
Cへの依存性はΔMCが増加するほど緩やかになること
がわかる。砕･転圧土のkTCがσCに依存するので，代表
的な透水係数としてσC=20kN/m2における値（kTC）20を
採用すると，砕･転圧土Iの（kTC）20はΔMCに関係なく
室内試験における遮水性基準値
　　kLab≦1×10-6cm/s	 ⑼
を満足しており，砕･転圧土Iがコア材として十分な遮
水性を有していることがわかる。

表−3　ランダムゾーンII1〜II4における（qu）CC*とΔMC*

図−12　砕･転圧土IのkTC〜σC関係

図−13　砕･転圧土IIのkTC〜σC関係
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解砕土をバックホウで撒出し，ブルドーザで一定層厚
（ΔH=30cm程度）に敷均しをしてから，15㌧級ブル
ドーザ（乾地）により規定回数N回だけ転圧して1層毎
に行う工程である。転圧回数Nは試験施工を実施して
所要の強度と遮水性が確保でき，かつ転圧機械により
軟弱化しない回数としてN=6回に決定した。ここで，
解砕土の撒出しにバックホウを使用するのは，均一な
堤体築造のために粒径の大きい粒子が偏在しないよう
に，かつ一定の層厚になるようにするためである。ま
た，転圧にブルドーザを使用したのは，固化途上中の
状態にある解砕土を転圧する時に築堤面で発揮される
強度（qu）CC0が低くともトラフィカビリティーが確保
しやすいからである。

６．あとがき

　本稿は，砕･転圧盛土工法を採用して実施した東山
池の堤体改修（耐震補強と漏水防止）の事例を紹介し
たものである。東山池は改修後の堤高がH=14.7mとた
め池として規模が大きく，また基礎地盤が傾斜して堤
体下流側法先での直高がH=18.6mと高いことから，堤
体の安定性を確保するには慎重な対応が必要とされた
事例である。
　東山池での砕･転圧盛土工法は底泥土を含む3種類の
掘削発生土を用いてコアゾーンとランダムゾーンの2
種類の砕･転圧土を製造したもので，発生土の組合せ
毎に異なる混合比の管理や，含水比の影響を考慮した
固化材添加量の補正など複雑な材料管理が要求され
た。そして，東山池の事例は堤体改修のための堤体
ゾーニングをコアゾーンとランダムゾーンからなる
ゾーン型堤体としたこと，下流側にフィルターゾーン
を配置しているなど多くの点でフィルダムの堤体改修
のモデル試験的な意義を有しており，今後の規模の大
きいため池，あるいはフィルダムの堤体改修工事に参
考になるものと思われる。
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ト1個の大きさは1日の最大固化量約225m3に相当する
幅4.5m×深さ2.5m×長さ約20mとした。混合泥土Iは
原料土であるMd材とGp材をそれぞれの層厚ZMdとZGp
が混合比MVIに相当する割合
　　MVI=ZGp/ZMd
になるように固化ピット内に投入して準備した。同様
に，混合泥土IIはBk材とGp材をそれぞれの層厚ZBkと
ZGpが混合比MVIIに相当する割合
　　MVII=ZGp/ZBk
になるように固化ピット内に投入して準備した。

5．2　混合泥土の初期固化工程
　初期固化工程は，固化ピット内にある混合泥土の
wMixを午前と午後の各1回測定し，wMixと（wMix）Oとの
差に応じて（wMix）OにおけるΔMC*を式⑻式により加
減し，固化材を固化ピット内の混合泥土に添加して初
期固化期間tS=3あるいは4日だけ固化させる工程であ
る。固化材の添加は，トレンチャー型撹拌混合機によ
り，スラリー化した固化材（水･固化材比w/c=1.0）を
撹拌部先端から一定流量で混合泥土中に吐出させて一
定速度で撹拌することで行った。
5．3　初期固化土の解砕工程
　解砕工程はtS=3日あるいは4日だけ固化させた初期
固化土をバケット式解砕機により掘削し，規定のDmax
で解砕しながら不整地運搬車に積込みを行う工程で
ある（この状態の初期固化土を解砕土という）。バ
ケット式解砕機は掘削→解砕→積込みを連続的にで
きるように，0.7m3級バックホウの格子バケットに最
大力200kNの押土プレートを装着したもので，解砕は
格子バケットで掘削した初期固化土を押土プレートに
より格子空間から押出することで行う（解砕能力は約
50m3/時間）。
　Dmaxは解砕バケットの格子間隔を200，100，50mm
の3種類に変えて設定し，底泥土の細粒分が少なく遮
水性を確保しにくい場合ほど小さいDmaxを採用する。
東山池でのDmaxはコアゾーンIの原材料である混合泥土
Iが細粒分を多く含んでおり，遮水性を確保しやすい
ことから200mmとした。
5．4　解砕土の築堤工程
　解砕土の築堤は，固化ピットから運搬されてきた

図−14　固化ピットの形状と寸法
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平成20年度までに橋梁17箇所が完成しているが，今回
橋脚高50mを超える多良岳7号橋と20号橋に鋼管コン
クリート複合構造橋脚を初めて採用した。ここで，そ
の工法・施工状況について20号橋（図−2）P2橋脚の
施工実例の概要を紹介する。

Ⅰ．はじめに

　広域農道多良岳地区建設地域は，多良岳山系を頂点
として有明海に向かって手のひらを広げたように，高
低差が100m前後の山と谷が放射状に連続した地形を
なしている。そこに広がる農地では，みかん，米麦，
施設園芸，畜産等幅広い農業が展開されている。しか
し，有明海沿いの幹線である国道207号に向かって縦
方向の道路はあるものの，横方向の連絡道路がない状
況であり，国道と並行して走るJR長崎本線の狭隘な
ガードや踏切とともに効率的な農産物流通の障害と
なっている。このため，広域営農団地内を南北に貫き
農業施設間を連携する広域農道を建設することで農産
物流通の合理化，農村環境の改善や地域の活性化を図
るべく事業を展開している。（図−1）
　広域営農団地農道整備事業　多良岳地区の事業概要
は，佐賀県鹿島市浜町を起点とし藤津郡太良町今里の
長崎県境までを結ぶ全体延長　L=17,450m（うち橋梁
21箇所　L=4,312m，トンネル2箇所　L=744m），事
業期間　平成3年度〜平成22年度（予定），平成20年
度末進捗率は約90％となっている。当地区においては

図−1　多良岳地区位置図
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本道路公団より「鋼管・コンクリート複合構造橋脚マ
ニュアル」が出版され，第二東名・名神高速道路の高
橋脚（H>30m）に採用，標準化されている。
1　構造特性
⑴	橋脚断面内部に鋼管を配し，帯鉄筋には高強度より
線（PCストランド）をらせん巻きにしている。
⑵	帯鉄筋を連続らせん巻きすることで，通常鉄筋に用
いられる定着フック部の弱点が無いため，鋼材の全
強を発揮でき，せん断補強材として高い性能を発揮
する。
⑶	PCストランド帯鉄筋と鋼管でコンクリートを拘束す
ることでじん性向上が期待できる。
⑷	鋼管をコンクリート内部に配置することで，鋼管の
局部座屈が防止される。
⑸	鋼管内部は中空断面とすることができ，橋脚の重量
軽減が図られる。なお，塑性ヒンジ区間は鋼管内部
にもコンクリートを充填し耐震性を高める構造と
なっている。
2　経済性
⑴	一般的に橋脚高さ約35m以上では（図−4）のよう
に中空RC断面構造に比べて経済的となる。
　	また，ラーメン橋で橋脚高さが著しく異なり断面力
が脚高の低い橋脚に集中する場合，レベル2地震動
時の比較により35m以下の橋脚でも在来工法より経
済的になる場合がある。
3　施工性
　鋼管コンクリート複合構造橋脚の施工特性は，
⑴	鋼管を主鉄筋の一部として用いることで，主鉄筋組
み立てのプレハブ効果があり主鉄筋量を大幅に低減
することが可能となり現場での作業が軽減される。
⑵	従来の帯鉄筋に代えてPC鋼より線を機械化施工によ
る連続らせん巻きとするため，作業量の大幅な軽減
が可能となり施工の迅速化が図られる。
⑶	鋼管を中空部の内型枠として利用することで内型枠
の施工を省略できる。
⑷	コンクリート・型枠作業については，鋼管を反力台
としたハイブリッド・スリップフォーム（HSF）工

Ⅱ．鋼管コンクリート複合構造橋脚

　鋼管コンクリート複合構造橋脚（図−3）（写真−
1）は，平成4年度に日本道路公団と大林組で共同開発
された工法であり，高橋脚工事の省力化・急速施工及
び耐震性の向上を目的に開発された鋼管を主体とする
鉄骨鉄筋コンクリート構造で，平成5年度に大分自動
車道で試験施工が行われた。その後，平成10年度に日

図−3　鋼管コンクリート複合構造橋脚構造図

図−4　鋼管構造と中空断面の経済比較
（出典：ハイブリッド・スリップフォーム工法技術資料（㈱大林組））

写真−1
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　③	ハイブリッド・スリップフォーム（HSF）装置の
組立・上昇

　④	コンクリート打設＋上昇（繰り返し）
　また，HSF工法の特徴として以下のような点が挙げ
られる。
　①	先行して自立させた剛性の高い鋼管に反力を取
り，安定した機構で型枠装置と足場を一体で上昇
（下降）させることができる。（図−5）（写真
−5）

法を採用することにより，迅速な施工を行うことが
可能である。
　以上のことから，本地区では経済性，施工性，耐震
性を総合的に比較検討した結果，多良岳7号橋・20号
橋にHSF工法による鋼管コンクリート複合構造橋脚を
採用した。
　P2橋脚の型式は，直接基礎，フーチング上面からの
柱高H＝55.0m，断面は6.2×4.1mの長方形，内部には
φ1400mm，t=10mmの鋼管を6本と鉄筋およびPC鋼
より線を配したものである。その主な施工手順は以下
のとおりである。
　①	フーチング内埋込鋼管の施工（写真−2）

　②	2段目以降の鋼管・鉄筋の建て込み（写真−3）
（写真−4）

写真−2

写真−4

写真−3

図−5　HSF装置概念図
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　④	躯体に接する型枠を存置したまま型枠装置は上昇
する。型枠はコンクリート養生後に下部作業床で
外し，中央作業床に引き上げ転用する。このた
め，迅速な施工をしながら確実な養生ときれいな
仕上がり面を得ることができる。（写真−8）

　⑤	鋼管・鉄筋を一括で建て込み後，1日1リフトの連
続したコンクリート打設を行うことから，本工法
は在来工法と比較し1橋脚の工期を短縮できると

　②	PC鋼より線の施工は，装置の上部に搭載された自
走式巻き付け機を利用して行うことから鉄筋組立
の省力化を図ることができる。（図−6）（写真
−6）

　③	型枠支保工は堅固な立体トラスでセパレータが不
要なため，型枠組立・解体の省力化を図ることが
できる。（写真−7）

図−6　HSF拡大図

写真−5 写真−7　型枠支保工

写真−8　型枠取付

写真−6　PCより線巻付機
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始後約1ヶ月で完了したことから，HSF装置により
効率的な作業がすすめられたことが確認できた。
⑷	安全面においては，鋼管コンクリート複合橋脚は
HSF装置により作業スペースを広く確保できるた
め，人員・資材等の落下事故が発生する危険性が従
来の工法よりかなり低くなるといえる。また，上部
作業床によって主作業が行われる中央作業床が日陰
となるため，夏期の施工に際しては熱中症予防等健
康管理面でのメリットも高いと思われた。

Ⅳ．おわりに

　本工法は在来工法による施工に比べると，ハイブ
リッド・スリップフォーム（HSF）工法により迅速な
施工を行うことができた結果，脚柱部コンクリート打
設作業については，工期短縮を図ることができた。し
かしHSF装置稼働の前後の工程（鋼管建て込み，HSF
装置組立・解体等）に約2ヶ月の期間がかったことか
ら，全体として見た場合，大きな工期短縮の実現には
至らなかった。今後はHSF装置のさらなる改良など新
たな技術開発により，より大きな工期短縮が図られる
ことを望みたい。

ともに1橋脚当たりの型枠装置の設置期間も半分
にすることができる。

Ⅲ．施工結果と施工上の留意点

　鋼管複合コンクリート橋脚の施工及びハイブリッ
ド・スリップフォーム（HSF）工法の採用で得た結果
や施工上の留意事項等について，以下に要約する。
⑴	本工法の特徴として主鉄筋量を減らすため鋼管を使
用しているが，鋼管の建て込み・現場溶接作業の
際，日照・気温により部材の伸縮が発生するため，
鋼管の鉛直精度の確保に相当の注意を要した。
⑵	鉄筋コンクリートの品質については，躯体表面にお
いて0.2mmを超えるような水和熱による内部拘束ク
ラック等は発見されなかった。躯体の温度解析によ
るとコンクリート打設1日目の躯体表面と躯体中央
部の温度差は約10℃ほどであり，コンクリートの水
和熱が鋼管により放熱され，躯体中央部の過度な温
度上昇が抑えられていると考えられる。また堅固な
型枠支保工の使用でセパレータが不要なことからき
れいな仕上がり面となり，コンクリートの品質確保
の面からも施工結果は良好であったと考えられる。
⑶	施工性においては，脚柱部のコンクリート打設が開

写真−9　平成20	年11月の20号橋施工状況　左からP1，P2，P3



設改修する登満別排水機場及び既設利用する神田排水
機場の合わせて3箇所の排水機場によって排水する計
画である。
　なお，本機場の計画諸元は表−1に示す通りであ
る。

１．はじめに

　国営かんがい排水事業江別南地区は，北海道石狩支
庁管内の江別市及び北広島市に位置する畑作野菜を主
体とした農業地帯である。地区内の土質は泥炭及びシ
ルト層が分布する軟弱地盤であり，農地の湛水及び過
湿被害が生じているため，その解消を目的に排水機場
及び排水路の整備を行うものである。
　本報では，新設する中央幹線排水機場の設計にあた
り，一般的な支持杭形式の他に，下層部に堆積する洪
積粘性土層に着目して，摩擦杭形式を検討した結果を
報告するものである。

２．地区の概要

　本地区は，北海道石狩支庁管内の江別市及び北広島
市に位置する1,204haの農業地帯である。本地区の排水
機場及び排水路は，土地利用の変化による流出形態の
変化及び泥炭土に起因する地盤沈下の進行などにより
排水能力の不足が生じ，降雨時には農地の湛水，過湿
被害が発生している。このため，本事業により排水機
場及び排水路を整備し，土地生産性の向上及び農作業
の効率化による農業経営の安定を図り，地域農業の振
興に資するものである。

３．中央幹線排水機場の概要

　本地区は，千歳川を排水本川とする流域面積
23.7km2の区域で，新設する中央幹線排水機場と，既
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４．機場の地質概要

　本地区に分布する沖積層は，砂・シルト・粘土・泥
炭などで構成され，自然堤防堆積物・後背湿地堆積
物・扇状地堆積物に大別される。低平地はその大半を
後背湿地堆積物である泥炭，粘土，シルトが野幌層群
の堆積層を覆って表層を形成し，千歳川へ向かうに従
いその層厚を厚くしている。このうち泥炭はその構成
植物から高位・中位・低位の各泥炭に分けられる。ま
た，千歳川沿いには砂・砂質シルトなどによる自然堤
防堆積物が帯状に分布し，丘陵地帯を源とする小河川

の流域には，砂，シルト，粘土などにより平坦な谷底
平野や小規模な扇状地が形成されている。
　機場地点の地質縦断図は図−3に示す通りである。
特記すべきは，EL-25m付近（概ねEL-20〜30m）の
有機質土層（Do），砂質土層1（Ds1），礫質土層
（Dg）層が，既設土質調査データ(市道及び堤防直下)
と排水機場建設位置地質調査結果と層厚が大きく異な
り，支持層として必要なN値を評価するには，砂及び
砂礫層の層厚が薄いことから，吸込水槽取付水路と吐
出し水槽地点の追加地質調査（図−3	H19B1-1，1-2）
を行うこととした。

５．基礎杭形式の選定

　「道路橋示方書・同解説　Ⅳ編H14.3」（以下，
「道示」という。）では，良質な支持層の目安とし
て，砂及び砂礫層においてN値が30程度以上，粘性土
ではN値が20程度以上としている。
　本機場における支持層の考え方は，「道示」に準拠
し，砂及び砂礫層はN値30以上を支持層とした支持杭
を基本とするが，次の理由により摩擦杭も念頭におい
て検討を行うこととした。

図−2　中央幹線排水機場イメージ図

図−3　地質縦断図

表−2　地質凡例
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て支持杭とした。

６．調査試験の実施

⑴更に精度を上げるための土質調査試験
　当初実施した地質調査（機場地点H19B-1，市道橋地
点H19B-2）の結果，GL-30m以深の土層に大きな変化
が見られることが判明したため，吸込水槽取付水路流
入部（H19B-1-2）と吐出し水槽（H19B-1-1）の2箇所
のボーリング調査を追加した。
　追加調査に合わせて，深層GL-26m〜37mの洪積粘
性土層Dc1と，沖積粘性土層Ac2における地盤強度と
圧密特性を把握するため，トリプルサンプリングを行
い，採取した土から，三軸圧縮試験（UU），圧密試
験（図−6（Ac2，Dc1））を実施した。

①	EL-28.00〜38.00mに堆積するN値9〜50の洪積粘性土
層Dc1で十分な周面摩擦力が期待できる。
②	吸込水槽取付水路と吐出し水槽の2地点で追加調査
を実施し，上記洪積粘性土層の過圧密状態の把握や
三軸試験による粘着力の推定が可能である（図−4
参照）。
③	杭体応力や変位から杭本数が決まる場合は摩擦杭で
も支持できる可能性がある。
④	洪積粘性土地盤の粘着力は，沖積地盤に対しN値推
定値が大きくなる。1）

　本機場のうち，吸込水槽については，建屋と一体
構造となり，建築基準施行令第3章第2節第38条2項に
は，「建築物には，異なる構造方法による基礎を併用
してはならない」と定められていることから，支持杭
と摩擦杭の併用は不可と判断し建屋基礎形式に合わせ

図−4　中央幹線排水機場平面図

図−5　ボーリング調査位置図



—　　—27 水と土　第158号　2009

の上限値を打込み杭工法の場合は150kN/m2と定めて
おり，三軸圧縮試験によるDc1層での設計周面摩擦力
度は上限値（N値換算値の1.5倍相当）まで見込むこと
ができた。
⑶圧密試験の結果
a）負の周面摩擦力検討時の中立点
　Ac2層とDc1層の圧密試験の結果は表−4に示す通り
である。圧密降伏応力（pc）と有効土被り圧（p0）の
比は過圧密比OCRで示される。
　Ac2層の現状は「軽い過圧密状態」にある。また，
埋戻土や盛土を想定した増加荷重を加えた後（Ac2層
下段の値）も「軽い過圧密状態」にあり，将来的な応
力は過圧密域内での変動となる。そのため，Ac2層は
負の周面摩擦力の対象土から除外し，負の周面摩擦力
検討時の中立点はAc2層上端に設定することとした。

　追加試験の三軸圧縮試験による粘着力と，通常のN
値からの推定式による粘着力を比較するとともに，土
質の圧密状態を確認し，より精度の高い検討を行っ
た。
　なお，サンプリング方法については，調査対象とな
るAc2層及びDc1層はN値が高いことからトリプルサン
プリングを採用した。
　サンプリングに使用するトリプルサンプラーとは，
アウターチューブ，インナーチューブ，ライニング
チューブの三重構造のことをいい，適用土質はN＝4以
上の粘性土から砂質土および風化岩までとサンプリン
グの適用範囲が広いことから，トリプルサンプラーを
採用した（図−7）。
⑵三軸圧縮試験の結果
　Ac2層とDc1層の三軸圧縮試験による粘着力は，沖
積粘性土層Ac2では，N値換算値とほぼ同値であった
が，洪積粘性土層であるDc1層では，N値換算値より
約2.1倍大きい値を示した（表−3）。
　なお，粘性土地盤における周面摩擦力度と非排水せ
ん断強度Cuとの関係は，Cuが大きくなるとバラツキ
が大きくなることから，「道示」では，周面摩擦力度

図−6　ボーリング柱状図

図−7　トリプルサンプラー概念図

表−3　三軸圧縮試験による粘着力（単位：kN/m2）

表−4　過圧密比OCR（単位：kN/m2）
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あたり，関係者の方々には多くの御教示を頂きまし
た。記して感謝の意を表します。

参考文献
1）	土と基礎,40-2　報文-2186　洪積粘性土層の工学的
特性と摩擦杭の支持力

2）	㈳地盤工学会編：技術手帳2　実務に役立つ土質用
語の解説，p.52，1991．

b）摩擦杭の沈下量
　Dc1層の圧密試験の結果を用いて沈下量を算定する
と，2〜4mmであり（表−5），許容沈下量10〜50mm
（杭の許容変位量より，土地改良事業計画設計基準及
び運用・解説	設計「ポンプ場」50mm，建設省河川砂
防技術基準（案）同解説設計編[Ⅰ]10mm）に対し問題
ないことが確認できた。

７．杭長の決定

　杭長の検討にあたっては，周面摩擦力度などの設計
定数は追加試験結果を基に見直しし，N値推定の定数
は構造物と位置関係から次のように区分し杭長の検討
を行った。
①取付水路擁壁：H19B-1-2
②	吸込水槽取付水路：H19B-1とH19B-1-2を対比して条
件の不利な方
③	吸込水槽，建屋：H19B-1
④	取付水路：H19B-1とH19B-1-1を対比して条件の不利
な方
⑤	吐出し水槽：H19B-1-1
　検討の結果，杭本数は杭体応力度や変位，および配
置上の最低本数で決定しているため，支持杭と摩擦杭
の杭本数は同じ条件である。
　一方，支持杭に対して摩擦杭とした場合の杭長は，
2.0〜14.5m低減することができた（図−8）。

８．コスト縮減額の算定

　摩擦杭を採用した場合のコスト縮減額は，工事費
ベースで13,000千円となった。（表−6）

９．あとがき

　排水機場では，「道示」で示す砂礫層ではN値が30
程度以上，粘性土ではN値が20程度以上を支持層にし
た支持杭が採用されてきたが，地盤強度のある洪積粘
性土層に着目した土質試験を実施し，周面摩擦力の精
度を上げ，杭の沈下量を照査することで，吸込水槽及
び，取付水路を除く構造物において摩擦杭の採用によ
るコスト縮減を実現することができた。
　最後に，本報告に係わる各種の調査や取りまとめに

表−5　杭先端の増加応力と沈下量

図−8　杭長の対比説明図

表−6　工種毎の基礎工コスト縮減額（単位：千円）
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１．はじめに

　北総中央地区は，千葉県北部に広がる北総台地に
あって，首都圏近郊の立地条件を活かし，特産である
落花生，スイカ，さといも，にんじんなどを中心に首
都圏への生鮮野菜の供給地として発展している畑作地
帯である。
　本地区のかんがい用水は，地下水と天水（雨水）に
依存しており，天水に依存している農地では天候に左
右され，地下水は近年，その水位の低下も確認され，
地盤沈下の防止と地下水の保全のため地下水採取が規
制されている。
　このため，北総中央農業水利事業では，安定的な用
水補給と地下水からの水源転換を行い，農業用水の安
定供給と農業経営の安定を図ることを目的に，水源を
利根川（利根川河口堰および霞ヶ浦開発）に求め，北
総東部用水の幹線水路に取水口を設置し，新たに地区
内に導・配水する揚水機場，用水路およびファームポ
ンドを整備している。

２．北総中央地区のファームポンドの特徴

２．１　概要
　ファームポンドは，用水の1日以内の需給関係を調
整する目的で計画される1）。北総中央農業水利事業で
は，受益地における実かんがい時間と幹線用水路にお
ける通水時間の差を調整（図−1参照）し，安定的な
用水供給が行えるようにするためにファームポンドを
19ヶ所新設する計画となっている。
　なお，北総中央地区のファームポンドは，かんがい

ブロック毎に設置される末端加圧機場まで，自然流下
させる水位を確保するため地上式が採用され，構造タ
イプは水密性，耐久性，経済性等によりプレストレス
コンクリート円形タンクが採用されている。

２．２　アルミ屋根
　北総中央地区は，台地であるために吹き付ける風は
強く，また台地上に形成されるローム層の比重が軽い
ことにより，その風で飛ばされる土ぼこりがファーム
ポンド内に沈殿し，パイプラインを構成する施設に悪
影響を及ぼす可能性が大きい。この土ぼこりの進入を
防ぐことおよび遮光による有害微生物（アオコ等）の
増殖を防止することを目的とし，全ファームポンドに
屋根が設置・計画されている。また，屋根形式は耐食
性・耐候性に優れるとともに，屋根内外面の防水や防
食塗装が不要であることにより，維持管理費が少ない
アルミ合金屋根を採用している。

３．日影と調和を配慮したファームポンドの設計例

３．１　計画位置の特徴
　北総中央地区は北総台地上に広がる畑作地帯である
ことから，ファームポンドの設置にあたり，受益地と
の高低差を利用した水頭確保に適した地形ではない。
また，農村地帯であることから民家が散在し，大きな
建築物もない。

図−1　ファームポンドの役割
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３．５　対象ファームポンドの特徴
　対象ファームポンドは全容量12,868m3，流入量
0.224m3/s，流出量0.363m3/s（畑），水槽内径32.0m，
内高16.0m，有効水深11.7mの現場打ちプレストレスコ
ンクリート円形タンクであり，9,393m3の時間差調整
容量を有する。（図−3参照）
　構造は，以下のとおりである。
側壁：PCコンクリート構造
底版：鉄筋コンクリート構造
基礎：PHC杭基礎
屋根：アルミ合金製ドーム屋根

３．６　日影を考慮したファームポンドの配置計画
　ファームポンドを建設することにより，ファーム
ポンド周辺に対する日影の変化を確認する目的で，
ファームポンド敷地周辺の立木を521本調査した（高
さ，幹の太さ，木の種類）。木の高さは2.0m〜18.0m
（平均8.9m），胴回りは0.2m〜3.2m（平均0.7m）で
あった。木の種類を表−1に示す。これらの立木調査

　このため，ファームポンドは農村地帯に設置するこ
ととなり，周囲の畑および散在する民家等に対して，
日影，周辺との調和に配慮した位置選定を行う必要が
ある。
３．２　農作物に対する日影の影響の削減について
　農作物にとって光は光合成エネルギー源として植物
成長に不可欠であることは言うまでもなく，構造物を
施工することによる日照の阻害は，太陽の直射エネル
ギーによる気温・地温の上昇，日照（光の強さ），日
長（日当たり時間）に影響を与える。このため，程度
の差こそあれ農作物の生育，収量，収穫時期の遅れ等
の発生を否定することはできない。また，冬期作物に
おいては，日影部に霜が生じ，農作物が枯れてしまう
場合もある。このため，ファームポンドの位置の選定
においては，日影の影響に十分に配慮し，農作物への
影響を極力少なくすることが必要である。
３．３　周辺環境との調和の必要性
　ファームポンドは，その構造と大きさにより，農村
地帯のなかで，浮いた存在になる可能性をはらんでい
る。台地部に単独でそびえ立つ構造は，ちょっとした
違和感や圧迫感を生み出しやすいため，少しでも周辺
の環境と調和させる必要がある。
　また，周辺の宅地に対しても，ファームポンド施工
時および建設後の影響に配慮する必要がある。
３．４　基本位置
　対象構造物は図−2に示すように，農村地帯の中で
も樹木が生い茂っている場所で，ファームポンドが建
設された後にファームポンド建設による日影の影響を
少なくし，周辺からなるべく見えにくい位置となるよ
うに計画した。しかしながら，この図でわかるよう
に，北西部は樹木が生い茂っているが，周辺には民家
が近接している。また，北東部には効率的に太陽の光
や熱を集め，農作物を栽培するビニールハウス群があ
る。このため，ファームポンド建設後の日影の影響に
配慮し詳細な位置を決定する必要があった。

図−2　平面位置図2）

図−3　構造図
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と測量結果をもとに，季節毎（春分・秋分，夏至，
冬至）の午前8時から午後4時における日影図を描き，
ファームポンドの位置を考察した。

　ファームポンド建設時には建設敷地の樹木を伐採す
る必要がある。このため，建設前の立木の日影を建設
後のファームポンドの日影に置き換える（ファームポ
ンドの日影を立木の日影の中に収める）という考えを
基本方針とした。
　対象ファームポンドの位置選定において最も影響の
ある冬至における午後4時の日影図を図−4に示す。日
影図には2本のコントロールラインを描いている。1本
はファームポンド建設時に東側の民家に影響を与えな
いラインである。基本的な方針は日影の置き換えであ
るが，民家に対しては影の影響はできるだけ少なくす
るとともに圧迫感を与えないようにするため，ファー
ムポンドの日影が民家を覆わないラインを設定した。
　もう1本は北東部のビニールハウス群に影響をおよ
ぼす立木による日影の境界である。建設時に樹木を伐
採してもコントロールラインよりファームポンドの影
が西側に収まるように配置すれば，建設前の立木の日
影の中に建設後のファームポンドの日影が収まること
がわかる（図−5参照）。このラインをもとにファー
ムポンドの位置を決定した。
　図−6には実際にコントロールラインとなっている
立木写真を示す。施工計画時には写真中のメタセコイ
ア群は伐採しない計画とし，ファームポンドが建設さ
れた後に周辺からなるべく見えにくくなるように配慮
した。

表−1　立木調査結果

図−4　ファームポンド建設前の日影図

図−5　ファームポンド建設後の日影図

図−6　目標樹木
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５．おわりに

　農作物にとって光は光合成エネルギー源として植物
成長に不可欠であることは言うまでもなく，ファーム
ポンド建設時には日影の影響を十分に考慮し，農作物
への影響を極力少なくすることが必要である。また，
国民財産としての環境保全に対する国民の関心は大き
く，地域資源保全の中心となる人々が居住する集落と
その周辺に対して，景観形成の視点は重要である。
　北総中央農業水利事業では，農業用水の安定供給と
農業経営の安定を図りつつ，地域に溶け込むファーム
ポンドを計画し，現在整備が行われている。

参考文献
1）	農林水産省構造改善局建設部：土地改良事業設計
指針，「ファームポンド」，H11年3月

2）http://maps.google.co.jp/

４．ファームポンド建設後の景観

　ファームポンドは，その構造と大きさにより，景観
を損なう可能性をはらんでいるため，設計時には鳥瞰
図等を作成し，周辺環境との調和を確認する必要があ
る。
　図−7に対象構造物の鳥瞰図を示す。建設後の
ファームポンドは樹木で覆われることにより周辺と調
和し，圧迫感が薄れていることがわかる。

図−7　鳥瞰図
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１．はじめに

　知多半島は愛知県名古屋市の南東部から南に突き出
た半島で5市5町からなっている。
　昭和36年の愛知用水の完成により，農業の慢性的な
用水不足は解消され，また上水，工水が安定して供給
されるようになったことにより，知多地域の農業及び
産業経済は飛躍的な発展を遂げている。
　知多半島は，海岸部に工業地帯，市街地，漁業地帯
及び観光地域が，また，半島中央部に県営ほ場整備事
業，農地開発事業及び国営農地開発事業などにより整
備されたほ場を有する農業地帯となっている。
　農業生産は水稲を始め，果樹では「みかん」，露地
野菜では「キャベツ」「玉ねぎ」，施設野菜では「ふ
き」が代表的なものとなっており，その他，花卉，畜
産も盛んである。
　また，農海産物の産地直売所や観光農園などの施設
も多く点在しており，四季を通じ観光客も多く訪れて
いる。

２．広域農道知多半島地区について

　広域営農団地農道整備事業（以下「広域農道」とい
う。）知多半島地区は前記の半島中央部農業地帯を南
北に貫く基幹農道を整備するものである。この農道整
備により，ほ場から農業集出荷施設，及び農業集出荷
施設から市場への流通システムを確立することによっ
て，農産物市場流通の拡大や農産物取引の規格化等に
対応し，高生産性農業の展開を図ることを目的とし，
県営事業として，昭和62年度に国に事業申請され，昭
和63年度に知多半島地区，平成2年度に知多半島2期地
区が採択され，平成19年度に完了した。

・計画概要
①道路延長

②事業費（事務費除く）
　知多半島地区	 3,070,900千円
　知多半島2期地区	 6,331,300千円
　　合計	 9,402,200千円
③関係市町
　愛知県知多市，常滑市，美浜町，南知多町
④受益面積
　5,428ha
⑤事業期間
　知多半島地区	 昭和63年度〜平成17年度
　知多半島2期地区	 平成	2	年度〜平成19年度
⑥計画交通量

⑦道路構造

⑧標準断面

【報　文】
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（営巣木から半径200〜340m）
2）	住宅，工場，鉄塔などの建造物，リゾート施設及
び道路の建設，森林の開発は避ける必要がある。

3）	営巣期（2月〜7月）における人の立ち入りについ
ては，オオタカの生息に支障を来す恐れがある。

②高利用域
1）	繁殖期の採餌場所等，繁殖期に利用度の高い区
域。目安としては，約300〜700ha（営巣木から半
径1㎞〜1.5㎞）

2）	市街地，住宅地，工場，ゴルフ場，リゾート施設
等，オオタカの餌となる鳥獣の生息不敵地の増加
と生息地の分断化，自然環境の単純化に注意する
必要がある。

3）	道路建設や河川改修にあたっては，自然を損なわ
ない工法を採用し，自然環境及び生物の多様性を
維持するように努めることが望ましい。

　保全対策工の範囲の決定についての明確な根拠はな
いが，モニタリング調査結果から推定した営巣中心域
を参考として決定した。
　モニタリング調査の結果，平成9年の営巣木（以下
「H9営巣木」という。）が計画路線に一番近接してお
り，その他の営巣木は，H9営巣木の東側（図−1の右
側）に集中していたことから，H9営巣木を中心とする
半径340mの範囲について保全対策を行った。（図−1
参照）

⑸保全対策工の概要
①計画及び工事中の保全対策
　オオタカの営巣木は，スギ，アカマツ，モミ等が多
く，樹高は平均で17〜20m，胸高直径は平均30〜50㎝
とされている。また，オオタカは，一度繁殖に使用し
た巣を補修して再度利用することや，長い期間同じ巣
を利用することが知られている。
　調査の結果，計画路線周辺で数例の飛行が確認され
たが，農道工事で直接改変する区域及びその近傍にお
いて古巣を含む営巣は確認されず，休息や獲物の待ち
伏せ等，止まり（パーチ）行動も確認されなかった。

３．オオタカ保全対策工について

⑴経緯
　中部国際空港（セントレア）へのアクセス道路を築
造する計画に伴い，環境影響評価の一環として，平成
9〜11年度の3繁殖期に渡るオオタカの生息調査が実施
され，本地区計画路線周辺でオオタカの営巣が確認さ
れた。
　オオタカの営巣地に近接して計画されている本事業
においては，オオタカの保護対策に関する知見をふま
えつつ，モニタリング調査を実施し，保護対策の検討
にフィードバックさせながら，オオタカの生息環境へ
の影響を最小化するための方策を検討し，自然環境と
調和のとれた事業推進を図ることとした。
　平成11年度から広域農道計画のオオタカに対する影
響について調査を開始し，工事中の影響，供用開始後
の影響についての検討を始め，平成13年度からは，オ
オタカ営巣地付近工事事業調整会議を通じて，オオタ
カ営巣付近で工事予定の事業者が，オオタカへの保全
対策について，専門家の意見を踏まえ調整を行ってき
た。
⑵モニタリング調査
　オオタカが営巣地を移動させることがあることか
ら，工事実施前より，計画路線周辺での生息状況（営
巣状況）を確認するため，毎年の繁殖の有無，その状
況を調査するもので，調査期間は，オオタカの繁殖状
況を調査しつつ，造巣・産卵期間から巣立ち時期（2
月〜7月）まで実施している。
⑶オオタカの保全方針
　前述の基本的な考え方を踏まえ，事業予定地周辺の
オオタカの保全に際して，以下の方針に基づくものと
した。
①基本方針
　	オオタカの安定した生息，繁殖が維持できるように
する。
②保全の方向性
　・営巣木を含む営巣環境の確保・保全
　・採餌環境等，行動圏内における多様な環境の確保
　・営巣地周辺の繁殖期の工事等の配慮
　・密漁などからの保護
⑷保全対策工の範囲
　オオタカの行動域は，「猛禽類保護の進め方−特に
イヌワシ，クマタカ，オオタカについて−」（環境庁
自然保護局野生生物課編集，財団法人日本鳥類保護連
盟発行，1996年）によれば以下の考え方が示されてい
る。
①営巣中心域
1）	営巣木周辺で，広義の営巣地として一体的に取り
扱われるべき区域。目安として約12〜36ha程度。

図−1　保全対策工の範囲
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②供用開始後の影響に対する保全対策
　計画路線の供用開始後，車両の走行に伴い，騒音が
発生する。また，夜間の走行時には車両のヘッドライ
トによる光が生じる。
　このため本地区では，必要に応じて防音施設（防音
壁）を設置し，また排水性舗装を採用した。
　防音壁については，周辺環境との調和を図るため，
間伐材を利用した製品を採用した。

４．排水性舗装，防音壁について

⑴排水性舗装
　排水性舗装は，空隙率の高い多孔質なアスファルト
混合物（排水機能層）を表層または基層に用い，その
下に不透水層を設けることにより，排水機能層に浸透
した水が不透水層上を流れ，排水処理施設に速やかに
排水され，路盤以下には水が浸透しない構造としたも
のであり，車両の走行安全性の向上等に効果があるこ
とが知られている。
　排水性舗装を採用したのは，この舗装が，普通の舗
装に比べて車両走行による道路交通騒音が低減される
ことが，各地の道路交通騒音の測定により検証されて
いるからである。
⑵防音壁
①騒音の予測
　道路供用後の交通騒音が，オオタカの行動域にどの
ように影響するかの予測は困難である。また，発生す
る音源がどのくらいで，どれだけ音を低減すれば効果
があるかも判断が難しい。
　本地区では一つの方法として次のように道路供用後
の営巣地付近での音の大きさを予測して，その値がど
のくらいとなるのかを求めた。
　音は，発生源の地形や周囲の構造等により複雑な伝

　以上の結果から，計画路線における伐採範囲はオオ
タカの行動圏の一部であり，採餌場所の減少等若干の
影響は考えられるが，営巣木には直接的な影響を与え
ないため，営巣木を含めた営巣環境の確保に与える影
響は少ないとし，専門家の助言・指導を踏まえなが
ら，以下に示す保全対策を行った。
1）	農道新設に伴う樹木の伐採・土工（切盛）を最小
限にとどめ，営巣可能木をできる限り回避した路
線計画の立案。

2）	伐採時に周辺の樹木を損傷しないよう，作業員へ
の教育の徹底。

3）	オオタカの止まり等に利用される大径木を可能な
限り残置。

4）	伐採・土工に際しては，改変地域及びその周辺の
動物が工事区域外へ移動でき，それらの生息環境
への影響を最小限とするように小面積ごとに段階
的に実施。

5）	オオタカの生活サイクル（図−2参照）を踏まえ，
営巣期にできる限り配慮した工事工程とし，オオ
タカの営巣期とされる2月〜7月は，仕上げ工事を
除き，工事を自粛。

6）	工事中の各種建設機械の騒音に対しては，低公害型
建設機械（低騒音，低振動型建設機械）を使用。

図−3　保全対策工イメージ図

図−2　オオタカの生活サイクル
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の広域農道は供用開始したばかりである。事業完了後
は，地元の常滑市がモニタリング調査を引き継いで，
調査を継続しており，供用開始後のオオタカの営巣状
況を確認している。なお，平成20年2月から平成20年7
月にかけてのモニタリング調査結果では，オオタカの
繁殖は順調に行われている。
　今後もしばらくは，モニタリング調査を続け，道路
供用開始後のオオタカの営巣を調査していく予定であ
る。

６．おわりに

　広域農道知多半島地区は，「農道」に愛着をもって
もらい，親しまれる道づくりを実施するということ
で，県，市町，地元等で構成している「知多広域営農
団地農道整備事業促進協議会」が，市町ごとに，市
民や町民に農道の愛称を募り，知多市が「知多満作
道」，常滑市が「味覚の道」，美浜町が「ふるさと
ロード」，南知多町が「すいせんロード」と名づけら
れている。
　また，南知多町においては，農道の愛称が発端と
なって，道路法面に町の花である「すいせん」を植
え，住民が一体となって育てており，農道の維持管理
にも一役買っている。
　今後もこの広域農道が，地元のみなさんをはじめ，
この農道を利用する人たちに愛され，かわいがってい
ただき，利用していただくことを願うものです。

参考文献
1．	平成11年度　広域営農団地農道整備事業知多半島
　	2期地区　旧常環境調査委託　報告書
2．	広域営農団地農道整備事業知多半島2期地区　旧常
工区　オオタカ保全対策工法　打合せ資料（平成
13年10月10日）

播をするが，地面が平坦で周りに音を遮るものがなけ
れば地面に完全反射し，半球面波として伝播する。
　この場合，音源と音源からLm離れた地点の音Lpは
次式で求められる。
　Lp＝Lw-8-20log10L
　　Lw：自動車のパワーレベル（dB）
　　　Lw＝86＋0.2V＋10log10（a1＋5a2）
　　　　V：自動車の平均速度
　　　　a1：小型車の混入率
　　　　a2：大型車の混入率

（道路環境整備マニュアルより）
　騒音レベルの目標値は，営巣木付近で52dBとした。
これは他県で行ったオオタカ保全対策工事の事例を参
考とし，我々人間が日常生活する上で望ましい範囲
（表−1参照）とされている。
　オオタカの行動域円と広域農道が最接近となる地点
でのLpは上式より59dBとなる。
　また，広域農道に最も近接した平成9年の場合，営
巣木でのLpは42dBである。
　排水性舗装による減音効果を考慮すれば特に問題は
ないと思われるが，これは予測であって，実際の数値
は供用後における騒音を実測しなければ，正確な影響
がどんなものかの判定は出来ない。
　よって，少しでも道路から発生する音の減音効果を
期待し，周辺に生息する動物への影響も考慮して防音
壁を設けることとした。

②防音壁の高さ
　防音壁の高さは，音源からオオタカ営巣木付近の標
高へ直線で音が伝播するものとし，その直線と防音壁
設置位置から垂直に延ばした線との交点までとした。
　また，遮光に対しても音の伝播と同じように考え，
交点の高い方を壁高とした。
　図示したように，遮光による壁高の方が高くなり，
壁高H＝2.0mとした。

５．供用開始後の状況

　本事業は平成19年度に完了し，オオタカ営巣地付近

表−1　騒音の種類とレベルの目安

図−4　遮音壁設置高の説明図

標準断面図
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１．はじめに

　土地改良施設（設備）の有効利用を行うには，長寿
命化や保全コストの低減，更には更新をいかに合理
的・経済的に実施するかがカギとなり，図−1に示す
対策フローがとられている。

　石川県では効率的・効果的に農業水利ストックの機
能を維持するために，平成20年度から基幹水利施設予
防保全対策事業（ストックマネジメント事業）を導入
し，水路施設及び用排水機施設において機能診断調査
を実施している。
　ポンプ設備の調査内容は，事前調査，一次診断であ
り，さらに調査結果に基づいて専門技術者が行う二次
診断の要否を判定するものであるが，以前から一次診
断方法の曖昧さが指摘されていたため，石川県ではこ

れを補完する新たな診断技術として「簡易振動診断」
が試験的に導入された。
　本報文では，ポンプ設備の診断の概要と内外エンジ
ニアリング㈱が技術展開している簡易振動診断技術と
その調査結果について紹介する。

２．設備診断の概要

⑴設備診断の手順
　今回の設備診断については，「農業用施設機械設備
更新及び保全技術の手引き」平成18年6月全面改訂版
を基準として実施を行った。
　設備の予防保全は，図−2のように使用時間を基に
実施する時間計画保全（TBM）と設備診断による設
備状態の観測値を基に実施する状態監視保全（CBM）
に分類される。

　また，設備の診断は，図−3に示す一次診断の結果
を基に行う二次診断により，余寿命予測を行い，劣化
対策を検討する。
①一次診断
　主として，日常・定期点検記録などを基に，目視・
触覚・聴覚・臭覚など，人間の五感をフル活動した判
断と付属計器類の指示値によって異常の有無の確認を
行う。
②二次診断
　専門技術者が設備・機器・部材について一次診断の
内容に加え，計測機器を用い定量的・定性的調査に

図−1　機能保全対策
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　調査対象施設の概要は，常時排水ポンプ15台，用水
ポンプ1台，計16台で，設置後20年以上経過した施設
は8台，運転時間20,000時間を超えた施設が6台あり，
その内オーバホールされた施設は，4台である。ま
た，洪水時排水ポンプは21台で，20年以上経過した施
設は4台であり，その内オーバホールされた施設は2台
である。
運転時間については，最大でも7,183時間である。
⑶一次診断の結果
　一次診断を行った結果，図−4，5に示すとおり，
二次診断が必要と判定された施設は，常時ポンプで9
台，洪水ポンプで10台，合計19台となった。

　一次診断の各部位の調査結果は，図−6〜図−8のと
おりで，二次診断が必要となった主な要因について
は，図−6に示すように軸継手部（芯振れ）の基準値
外が最も多く32台（86％）であった。

よって劣化の程度（原因）の判定を行い余寿命予測を
行うもので，ポンプ設備機器の分解を伴う。

⑵調査対象施設
　石川県では，県内を6地区に分けて調査を行う予定
である。今回は，その1地区で対象となっている施
設，用排水機16機場，37台であり，施設の諸元は表−
1のとおりである。

図−3　診断の基本的手順

表−1　農業水利施設【用排水機場】一覧表
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図−4　常時排水，用水ポンプの一次診断結果
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図−5　洪水時排水ポンプの一次診断結果

図−6　ポンプ一次診断結果
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術」に着目し，学識経験者で組織される石川県の「基
幹水利施設予防保全対策事業　技術検討委員会」に提
案し，承認されたことにより，試験的に導入すること
となった。

４．簡易振動診断調査

⑴概要
　この調査技術は前述の状態監視保全（CBM）手法に
分類される。
　これは運転中の設備を停止や分解することなく，各
種センサーからの信号を分析する事で定量的に劣化程
度や内部の状態を予測するもので，設備の劣化状態を
統計的･科学的に把握する手段として発展してきたも
のである。
　設備診断技術のうち，振動診断技術は設備診断技術
の中で最も早くから注目され，測定機器および解析診
断ソフトはその機能及び精度の点でほぼ完成域に達し
ている。また，2004年からは社団法人日本機械学会に
おいて機械状態監視技術者（振動）の認証資格・試験
も行っており，ISOにおいても登録されている技術で
ある。（ISO	13380	性能利用の状態監視）
⑵診断技術の特徴
①非分解による測定
　本診断技術ではポンプ設備の調査は非分解により診
断が可能である。
　分解点検は振動診断において不良と判断された場合
に行う手段であり，分解点検を最終手段とする理由は
人体と同様，古い設備においても微妙なバランスを
保って稼動していることが多く，そのような機器を分
解する（メスを入れる）とバランスが崩れることが起
こりやすく，診断は極力非分解で行うことが望ましい
との考え方に基づくものである。ただし，修理（治
療）は別であり，不良箇所が非分解で特定された場合
に関して実施する。
②同一基準にて多様な機器が比較可能
	異なる機器を同一の判定基準で評価するため，多様
な設備の状態比較が可能。
　⑶の測定方法に記するが，回転数の異なる施設に対
しても比較を行うことが可能である。
③機器の状態把握
	　時系列的な状態監視を行うことにより機器の劣化
傾向が把握でき，適切な分解整備の時期が予測可能で
ある。
　また，突発的な事故が発生した場合は計測値が特異
値として現れることから，早急な対応が可能である。
④測定結果の信頼性
	目視・触診あるいは聴覚といったような人の五感に
頼る測定でなく，測定結果を数値化して定量的に把握
するため測定者による個人差が生じず，測定結果の信

３．一次診断の課題と対策

⑴問題点
　基準書では，土地改良事業の経済効果に用いる標準
耐用年数（ポンプ設備：20年）を超えた施設の場合，
一次診断をせずに二次診断から行うフローになってい
るが，今回のように排水機などの大口径ポンプでは，
いきなり二次診断を行うと費用が嵩み，オーバーメン
テナンスとなる可能性もあるため，全てのポンプで一
次診断を実施し，二次診断の要否判定を行うこととし
た。
　ここで，今回の一次診断調査の問題点を挙げると，
1）	H19以前の積算運転時間が分からない。
　	（H19年度からは改良区でシステム管理されたので
把握可能）
2）人の五感では，診断結果に個人差が出る。
3）	TBM方式の保全管理では，分解補修の際に使用可
能な部品でも交換・修理の傾向にある。

⑵簡易振動診断調査の導入
　今回，先に調査した一次診断調査の問題点を踏まえ
ポンプ設備の機能診断を行うにあたり，調査コストの
縮減なども視野に入れ，二次診断による機器の分解を
伴わず，第三者にも客観的な判断が可能な定量的手法
が必要と感じていた。
　そんな折，「全国農村振興技術連盟」発行の「農
村振興」第699号で掲載された「ポンプの振動診断技

図−7　減速機一次診断結果

図−8　電動機一次診断結果
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合に両者は同振幅であるが回転速度が異なるため，そ
の評価は本来であれば異なるべきである。これらを同
じレベルで評価するためには，回転体の持つ固有振動
数を加味した振動速度，振動加速度を採用することが
有効であり，これにより両者を比較対象とすることが
可能となる。
○振動速度　：V=2πfD（mm/s）
○振動加速度：A=（2πf）2		D（mm/s2）
　ここに　	f：固有振動数（周波数）（Hz）
　　　　　　　=1/周期（s）
　　　　　	D：変位（mm）

③測定機器
　市販の振動測定装置（オートマチェッカ，エレス
マートなど）測定値は画面にデジタル表示される。

④測定項目と異常内容
1）振動速度（測定レンジ：Lo）
　強制力による異常振動（アンバランス，ミスアライ
メント）や，モーターの電気的な原因で発生する異常
振動等を測定。

頼性が高く，説明が容易である。
⑶測定方法
　用排水ポンプで対象機器が若干異なるが，ポンプ・
モーター・減速機等の軸受け部で振動値の測定を行
う。
　これは，機器の不良による振動が，主軸から軸受け
に伝達するためである。振動の大きさを定量的に測定
し，測定値のトレンドを把握し設備の状態を判断す
る。

①対象部位
　対象機器が排水機場の場合はポンプ，電動機，減速
機の回転体軸受部が対象部位となる。

②測定項目
　振動速度，振動加速度（加速度はベアリングに適
用）を軸（A）･垂直（V）･水平（H）の3方向で測定
する。（写真−2参照）
　現在まで広く使われてきた振幅ではなく振動速度，
振動加速度を測定するのは，回転体の有する固有振動
数を考慮するためである。
　例えば振動振幅が1mmの2つの回転体があり，一方
は回転数3,600min-1で，もう一方は200min-1であった場

写真−1　測定状況

図−9　測定位置

写真−2　aポンプ連結側軸受測定位置

写真−3　エレスマート
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2）振動加速度（測定レンジ：Hi）
　主にベアリングの異常（スポット傷や摩耗等）によ
り発生する振動等を測定。
⑷測定値の評価・判定
　各部位の振動速度・振動加速度の値と基準値との比
較により評価，及び測定値のトレンド（傾向・相関）
の確認を行い，評価を行う。
①振動速度（Loレンジ）判定法
1）	絶対値判定基準値は，写真−3に示すエレスマート
による判定基準値を適用し，その値は図−10に示
すとおりである。

2）	相互判定法は，同一仕様の設備においては，同一
部位を同一条件で測定した測定値を相互比較し，
異常の程度を把握する。

3）	相対判定法は，定期的に測定したデーターを同一
測定点毎に時系列でまとめ傾向管理グラフを作成
し，劣化状況の予測を行う。図−11に過去に行っ
た傾向管理を行ったグラフを例として示す。

②振動加速度（Hiレンジ）判定法
1）振動加速度での転がり軸受における絶対値判定基
準値は，次式により求める。
　注意値＝0.7×10-8×N2×D　以上
　危険値＝2.1×10-8×N2×D　以上
　　　　　　N：定格回転数（min-1）
　　　　　　D：ベアリング内径（mm）
　このような振動判定を行いながら，施設の状態を監

視・把握して行くことが肝要である。
⑸簡易振動診断と一次診断調査との比較
　先に行った一次診断調査では芯出しの計測を行って
いる。この調査を行った排水機場のうちの7機場を対
象に簡易振動診断調査を実施した。
　一次診断調査における芯出し結果と今回の簡易振動
診断結果について考察を示す。
　簡易振動診断を行った排水機場は芯振れが発生して
いる機場であり，対象機場の状況は以下のようなもの
であった。
　○設置（使用）年数が長い
　○運転時間が長い（＝常時排水ポンプ）
　○管理者の日常管理に基づく要望
①対象ポンプ
　対象となるポンプは過年に一次診断調査の芯出し計
測を行ったポンプ施設であり，7機場7施設を対象とし
て行った。
②芯出し調査位置
1）ポンプ及び減速機間のカップリング
2）減速機間及び電動機間のカップリング
　図−12に芯出し調査位置を示す。

③芯出し調査方法
　一次診断において芯出しの測定は，図−14の様に
カップリングにダイヤルゲージを設置し，カップリン
グの天地左右を図−13の位置で計測を行ったと聞いて
いる。
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図−10　振動速度の絶対値判定基準

図−11　測定値のトレンドの実例

図−12　芯出し調査位置

図−13　芯出し測定位置
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④芯出し調査及び簡易振動診断結果
　芯出し調査結果と簡易振動診断を行った結果を表−
2に示す。下記値は芯出し結果・振動測定の各部位の
最大値を示す。

　図−15，16のように芯出し測定による一次診断調査
結果では全ての機場において管理基準を超えるため，
分解を伴う二次診断が必要であるとの結果となってい
る。
　一方，簡易振動診断結果においては注意値に近い値
を示している機場もあるが，どの施設においても注意
値を超過していない，その結果からは早急に分解点検
を行うことはなく，今後は暫く経過観察行いつつ，機
器の状況を確認していくこととなる。
　このように一次診断調査の結果と簡易振動診断の結
果が異なる見解となった。
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図−14　芯出し測定方法

表−2　芯出し・振動調査結果

備考：*.1	芯出し管理基準は±5/100mmである。
　　　*.2	簡易振動診断結果はA.V.H方向のうち最大値を示す。

備考：*.1	芯出し管理基準は±5/100mmである。
　　　*.2	簡易振動診断結果はA.V.H方向のうち最大値を示す。

備考：	上表−ポンプ・減速機間の芯出し調査及び振動測
定の最大値

　　　	下表−減速機間・電動機間の芯出し調査及び振動
測定の最大値

図−15　ポンプ・減速機間測定結果

図−16　減速機・電動機間測定結果
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　これは，一次診断調査は目視調査あるいは芯出し調
査のような定量的な調査もあるが，いずれにしても機
器の停止時に行う調査である。
　一方，簡易振動診断調査はポンプを稼働しないと測
定できない調査であり，ポンプ機器のコンディション
に沿った診断内容である。
　確かに芯出しについては管理規定で規定されてお
り，その値になるように調整を行うべきであるが，運
転時の振動が大きくないのであれば，機器への影響も
小さいのではないかと思われる。芯振れで機器への影
響が発生するような場合には，簡易振動診断において
も大きな値が測定されるものと考えられる。
　参考として，「㈳農業土木事業協会」発行の
「JAGREE	NO.77」に記載されている投稿文には芯振
れについて以下のような記載があった。芯振れの測定
結果では基準値を上回り，二次診断が必要と判断され
ることが多いが，芯振れは調整などで直るケースがあ
り，この場合，分解を伴う二次診断の必要がなくなる
場合もあるとされている。
　このように一次診断の測定結果（芯振れ）は静的な
状態での評価であり，それのみに着目するのではな
く，簡易振動診断のように動的な状態での評価と合わ
せて総合的に二次診断の必要性を判断することによっ
て，分解を伴う二次診断に掛かるコスト縮減が可能と
なるものと思われる。

５．おわりに

　今回，機能診断調査で行った簡易振動診断の結果を
考慮することにより，二次診断が必要となる施設を減
らし調査コストを縮減できた。
　また，各施設の状態を定量的に表すことにより，今
まで個人差があった判定も客観的でかつ容易に確認す
ることができるとともに，緊急度の高い施設を特定す
ることが可能で，今後の維持管理における有効な技術
であると思われる。
　留意点としては，補修整備等の時期を予測する上
で，劣化傾向の推移など，施設の状態を把握するため
には，継続的な振動診断によるデータの蓄積が必要と
なる。
　石川県では，今回の調査結果により簡易振動診断を
図−17に示すとおり，基本手順に取入れ，ポンプ設備
の機能診断を行うこととした。
　そこで，県職員，市町村，施設管理者などを対象
に，振動診断の概要・調査内容の把握や，施設管理に
携わる職員が個々に観測ができるように，講習会，研
修会を実施している。このように，今後のフォロー
アップや維持管理に備えた体制づくりを確立すること
により，さらなる技術の向上を目指すことが非常に重
要と考えられる。

図−17　実施フロー



—　　—44水と土　第158号　2009

Ⅰ．はじめに

　香川用水地区では，これまで国営香川用水土地改良
事業（S43〜55年度）にて造成した全ての農業水利施
設（幹線・支線水路，揚水機場及び畑かん施設等）を
対象に，ストックマネジメントに基づく機能診断調査
と健全度評価を行ってきた。本稿では，機能診断調
査，健全度評価，対策工法の検討等のプロセスと，サ
イホン・パイプラインに対する詳細調査手法や変状機
構の解明及び香川用水地区健全度評価基準の適用，更
新事業の計画について紹介する。

Ⅱ．地区の概要

1．香川用水地区の概要

　香川用水地区は，香川県のほぼ全域にまたがる農
地約3万haを対象に，吉野川の水を補給するものであ
る。
　農業水利施設は，吉野川から導水した後，東西分水
工から東へ東部幹線用水路及び高瀬支線，西へ西部幹
線用水路及び和田支線，また，揚水機場等がある。水
路延長98kmのうち，39kmが香川県上水道用水，工業
用水及び農業用水との三者共用区間，59kmが農水専
用区間である。
　共用区間は 水資源機構が管理し，農水専用区間
は，農林水産省から管理委託された香川用水土地改良
区が管理している。
2．香川用水地区の機能診断調査の経過
　香川用水地区の機能診断に係る対象施設等について
表−1に示す。

Ⅲ．ストックマネジメントのプロセス

1．機能診断調査
　ストックマネジメントのプロセスを図−2に示す。
本地区では，このプロセスに基づき，機能診断調査，
健全度評価，対策工法の検討等を実施した。
⑴事前調査
　施設管理者からの聞き取りによると，①管路からの
漏水により周辺農地などに漏水が噴出，②管路継ぎ手
漏水への内面バンド対策箇所の一部では経年劣化によ
り漏水，また内面バンド未実施箇所からの漏水が発
生，③揚水機場において，ベアリング事故や電動機の
燃焼事故が発生，といった損傷や事故が発生してい
る。
⑵現地踏査，現地調査
　全ての水利施設を対象に表−2に示した「調査項
目，調査方法」により，機能診断調査を行った。
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図−1　香川用水地区概要図



—　　—45 水と土　第158号　2009

表−1　香川用水地区の対象施設及び機能診断調査の経過と進め方

図−2　ストックマネジメントのプロセス（「農業水利施設の機能保全の手引き」より抜粋）

周辺農地から漏水が噴出 揚水機場電動機の燃焼事故
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と評価されたサイホン，パイプラインの一部と，揚水
機場の一部施設については，緊急に対応が必要である
と判断され，現地条件等も踏まえて対策工法の検討を
行った。
　サイホン，パイプラインの対策工法の選定は，敷設
替えと管更生工法を比較案として，水路の管種や口径
などの諸元，施工工期，協議条件，施設の立地・地形
条件，家屋等の密集度や土地利用状況，路線毎の断水
可能期間，経済性等を勘案して選定した。なお，石綿
管は「農業農村事業等におけるアスベスト対応マニュ
アル」に基づき，計画的に石綿を含有しない製品に代
替していく。
　サイホン，パイプラインの対策工法の主な検討要素
と評価の一例を表−3に示す。
　揚水機場の電気施設は，事故歴や耐用年数を踏まえ
計画的な更新を図ることとする。

2．機能診断評価
　各施設の機能診断評価結果を表−2に示す。
　土木構造物の健全度評価は「農業水利施設の機能保
全の手引き」（以下「手引き」という。）の判定表に
基づき行った。
　平成18年度以前に「施設機能診断マニュアル
（案）」によりA〜Cランク評価していた施設につい
ても，バレル毎の調査データをもとに「手引き」に基
づきS-1〜S-5ランクに見直しを行った。
　また，サイホン，パイプラインについては，Ⅳ章で
詳述する地上変状，不等沈下等の変状機構を評価する
ため，「手引き」の評価項目に応急補修した継ぎ手
率，許容曲げ角度以上の継ぎ手率，基礎砂流出の顕在
化等，当地区独自の評価基準を加えて総合的に評価を
行った。
　揚水機場については，供用年数，事故歴，揚水性能
試験結果を考慮し，「農業用施設機械設備更新及び保
全技術の手引き」により総合的に評価を行った。
3．対策工法の検討
⑴劣化進行予測
　今回の調査結果より，平成19年度を基準に標準劣化
曲線を作成すると図−3のとおりである。
　標準劣化曲線によると，現在S-2〜S-4にあるもの
が，今後約10年でS-1〜S-3程度まで低下と予測される
が，現地の劣化状況を確認するため，引き続き継続的
な監視や精査が必要と考えられる。
⑵対策工法の選定
　施設毎，健全度毎に対策工法を選定しており，S-1

表−2　健全度評価結果

図−3　標準劣化曲線による劣化予測
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度，CaとCの濃度減少がみられること，また，浸食
性遊離炭酸は1.1〜11mg/L（20mg/L以上で他地区
浸食報告有）と少ないことから，モルタル表面部か
らの溶解の進行は可能性が小さく，PC管は製造時の
厚さのバラツキが大きいものと推察される。

②	中性化試験（調査数20箇所/15施設）の結果，中性
化深さは0.0〜9.8mmである。また中性化残り深さ
は0.9〜24.0mm（11箇所/20箇所で中性化残り深さ
10mm以下）であるにもかかわらず，調査数20箇所
/15施設全てにおいてPC鋼線の腐食は認められな
い。
（	SサイホンのカバーコートモルタルのPH値は，表層
11.6〜8.8，PC鋼線付近12.8〜13.0であった）
③	漏水調査では，一部の施設で基準を超える漏水がみ
られる。土地改良区が内面バンドで応急処置を実施
したヶ所もある。
　以上より，PC管は経年的な中性化の進行は確認され
るものの，緊急に対策が必要という状況にはない。
⑵石綿管体の劣化因子と劣化性状の検討
①	サイホン（2施設）の土質・水質試験結果からは浸
食性因子はみあたらなかった。
②	W支線農道下埋設地点から掘出した供試管におい
て，AE法（アコースティック・エミッション）に
よる損傷度評価を行った結果，管体は長期供用に伴
う損傷の蓄積が確認された。今後，強度が不足した
時点で急激に管体が破損する可能性が高い。
③	漏水調査では，基準を超える漏水がみられる。

4．機能保全コストの算定・比較，計画の策定
　標準劣化曲線による劣化予測と，健全度に応じた対
策工法に基づき機能保全コストを比較するとS-3で対
策を行うことがもっとも有利な結果となった。これら
については，今後の劣化予測や，一律に与えられてい
る社会的割引率などによる影響が大きいことから，ス
トックマネジメントの取組みや更新整備計画の策定を
進めていく中で，今後，実際の経年劣化の状況と劣化
予測との比較，要因分析等による劣化予測の精度向
上，評価手法の検討が必要と考えられる。

Ⅳ．サイホン，パイプラインに関する考察

　当地区では，PC管，石綿管のサイホン・パイプライ
ンの健全度評価が課題であった。
1．PC・石綿管体の劣化因子と劣化性状の検討
　管内目視によるひび割れの有無や，カバーコートの
中性化とPC鋼線の腐食状況などの構造機能や，漏水量
による水利用機能に着目した評価について述べる。

⑴PC管体の劣化因子と劣化性状の検討
　中性化試験と水質試験，EPMA（溶解試験），カ
バーコートモルタルのPH試験を行った。
①	中性化試験（調査数20箇所/15施設）のカバー
コートモルタル厚さの実測値は6.0mm〜33.0mmで
ある。Sサイホン（カバーコートモルタル厚さが
17.4mm）において，開削時の管表面に出荷情報の
塗装痕跡（工場名と出荷番号）が確認されており，
一方，EPMA（溶解試験）の結果，表面から5mm程

表−3　対策工法の検討要素と評価

（PC管断面図）

Sサイホン（PC鋼線は未腐食）
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②	管体の沈下に伴う地上変状が全線にわたっており，
さらに管体埋設沿いの道路で噴砂現象や圃地で湧水
（漏水の噴出）がみられた｡

③	これまで26件の補修工事（内面バンド120箇所，目
地コーキング155箇所）が行われている。

　以上より，石綿管が直ちに破損するものではないも
のの，計画的に石綿を含有しない製品に代替するなど
の対策が必要となる。
2�．サイホン・パイプラインの河川横断構造物及び埋
設構造物としての変状機構検討
2．1　香川用水地区特有の変状と想定される要因及び
詳細調査手法
　「手引き」の施設状態評価（健全度評価）に加え
て，香川用水地区のサイホン・パイプラインにみられ
る特有の変状現象・要因を評価するための詳細調査を
実施した。（表−4：※の項目）
　詳細調査は，経費等の制約により，表−5に示す着
目項目により施設更新の緊急性が高い施設を優先して
実施した。
　本方針に基づき全サイホン・パイプライン（32施
設）の中から15施設を優先的精査対象施設として抽出
した。
2．2　変状現象の概要
⑴T支線（パイプライン区間）
①	管径（φ900mm）の1/2を超える沈下（最大
490mm）がみられ，不等沈下が広範囲にわたってい
た。

AC供試管AE法試験

表−4　香川用水地区特有のサイホン・パイプラインの変状と詳細調査手法

表−5　優先的精査にあたっての着目項目と適用

管径の1/2を越える沈下

アスファルト亀裂からの噴砂
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2．3　サイホン管体縦断沈下状況
　管水路の縦断形状とバレル毎の変位を確認するた
め，13施設で管内の縦断測量を実施した。測量は，屈
曲部の異形管などコンクリートで全巻されたバレルに
変位はないものと仮定して，その間のバレルの相対的
な変位を整理した。
　その結果，砂基礎の傾斜部や農地下の管路で不等沈
下が生じていることや，管路の傾斜部などにおいて許
容曲げ角度を超えている箇所があることを確認した。
　KSサイホンについて，沈下量及び許容曲げ角度を
越える継目を整理した沈下縦断図を図−4に示す。
2．4　サイホン・パイプラインの変状機構の検討
　調査で得られた変状に一連の繋がりがあると考え，
図−5のような劣化メカニズムとして整理した。この
メカニズムは，管の不等沈下により漏水が更に増加す
るという進行性を有するとともに，第三者リスクの拡
大につながるものであると考えた。
2．5　サイホン・パイプラインに対する香川用水地区
健全度評価基準（案）の適用
　特有の変状機構を有する15施設について，緊急性
が高い整備対象施設（S-1）を判定するため，「手引
き」の評価項目に加え，表−6に示す当地区独自の
「香川用水地区健全度評価基準」を設け，評価した。
　このうち，緊急性が高いと判定されたサイホン・パ
イプラインは，表−7のとおりである。

⑵W支線（パイプライン区間）
①	石綿管のひび割れや圃地湧水，噴砂現象等｢構造・
水利用機能｣の低下や進行がみられた｡
②	目地の開きの大きな箇所（最大100mm）がみられ
た。

石綿管ひび割れ

擁壁基礎部からの噴砂現象

図−4　サイホンの縦断沈下状況図

図−5　サイホン・パイプラインの変状機構
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化現象に着目した独自の視点による調査を行い，経
時性・共通性等を有する劣化過程に対して，一連の
「変状機構」として整理・解明した。
　	「変状機構」は，第三者影響度リスクの増大という
プロセスを有しており，それらの施設は「香川用水
地区健全度評価基準」に基づき緊急性が高い整備対
象施設（S-1）と判断した。
③	緊急性が高い整備対象施設（S-1）については，国
営造成土地改良施設整備事業「香川用水地区」によ
り，早急に更新するため，平成21年度に着工した。
　最後に，施設機能保全の取組みがますます重要と
なっており，ストックマネジメントの各プロセス，劣
化状況に応じた診断技術や対策技術の発展や，実施事
例の蓄積・分析，品質管理・確保対策の確立が求めら
れている。今回の事例が，他地区における今後の施設
機能保全の参考になれば幸いである。
　また，本業務の実施にあたっては「香川用水地区」
技術検討委員会及び香川用水土地改良区等関係機関の
皆様より，多大なご指導・ご協力を賜りましたことに
感謝申し上げます。

Ⅴ．更新事業の計画

　健全度評価結果の中で，緊急に対策が必要な健全度
S-1の対象施設について，国営造成土地改良施設整備
事業（H21〜26年度）を実施することとした。
　また，S-2〜S-5については，現在実施中の国営土地
改良事業香川用水二期地区調査（H20〜24年度）にお
いて，現状の営農，水利用状況に対応し安全，安心な
農業用水の確保，供給と効率的，効果的な水管理を目
的として事業構想とともに更新，改築等の整備計画を
検討している。

Ⅵ．おわりに

①	香川用水地区では，平成15年度より施設機能診断に
取り組み，平成19年に作成された「手引き」に沿っ
たプロセスにより診断，評価，対策検討を行った。
②	当地区のサイホン・パイプラインについて，埋設
ルート上の地上施設の不等沈下調査をはじめ，圃地
湧水，管内縦断沈下測量，河床横断部漏水先のパ
イピング現象調査等，長大埋設構造物としての劣

表−6　香川用水地区健全度評価基準

表−7　緊急性が高い更新対象サイホン・パイプラインとその変状調書
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１．はじめに

　福島県中通り地方の南部に位置する矢吹原一帯は，
国営白河矢吹開拓建設事業によって，昭和16年から昭
和39年にわたり，開田1,600ha，開畑560haを造成し，
羽鳥ダム，用水路65km，道路72kmの建設が行われ
た。
　羽鳥ダムは，これら開田地域の主たるかんがい用水
源として，阿賀野川水系鶴沼川の羽鳥地点に築造され
たフィルダムで，昭和25年に着工し，昭和31年度に完
成した。（写真−1）
　その後，昭和49年から昭和54年度までに，国営造成
施設整備事業により，洪水吐の補修，取水施設の改良
等を行い，施設機能を強化するとともに，ゲート及び
観測施設の集中管理システムを導入し，施設管理の合
理化を図り，今日に至っている。

　こうした中，平成12年度に羽鳥ダムの堤体下流表面
の一部が湿潤していることが確認されたたことから，
この湿潤原因を調査し，ダムの安定性について検討し
たのでその内容を報告する。

２．ダム及び貯水池等の諸元

　ダムの主な諸元は，下記のとおりある。
⑴ダム（ゾーン型フィルダム）
　1）堤高	 37.09m
　2）堤長	 169.48m
　3）堤体積	 318千m3

　4）堤頂の標高	 EL690.30m
　5）洪水吐（非調節型横越流式）
　　①越流堰頂の標高	 EL686.00m
　　②越流堰の長さ	 113.00m
　　③設計洪水流量	 288m3/s
⑵貯水池
　1）直接集水区域の面積	 42.69km2

　2）湛水区域の面積	 2.01km2

　3）最大背水距離	 5.0km
　4）設計洪水位標高	 687.39m
　5）常時満水位標高	 686.00m
　6）最低有効水位標高	 664.00m
　7）総貯水容量	 27,321千m3

　8）有効貯水容量	 25,951千m3

　9）設計堆砂量	 1,370千m3

３．ダム堤体の状況

　羽鳥ダム堤体下流表面の湿潤部を図−1に示す。
　この湿潤の原因が万が一貯水池からの浸透水であれ
ば，パイピング，内部浸食，堤体の局所的な破壊など
の前兆の可能性が考えられ，ダムの安全性に重大な問
題が生じていることとなるため，湿潤の原因について
これまで各種調査を行ってきた。

写真−1　羽鳥ダムの全景
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・	堤体下流内部は明らかに多層構造を示し，多層構造
を考慮した安定計算では地震力を0.15見込んでも安
全率は1.2以上確保される。このため，湿潤部の対策
としては，筋状のドレーンを布設する程度で，安定
性上問題はないと判断される。
　こうした各種調査を元に，学識経験者を含めて検討
した結果，主に次の結論に至った。
①	貯水位と孔内水位については，必ずしも連動してい
るものではないと考えられるが，今後も計測を継続
し，相関関係を注視していく必要がある。
②	現在の漏水観測施設は，測定のための三角堰が屋外
にあることから，正確な測定ができていないと考え
られ，三角堰を屋内に移すなどの改修工事が必要で
ある。
　	改修は，盛土上の操作室，電力放流口の存在等，現
場条件を十分に踏まえた設計を行った上で施工する
こと。
③	湿潤部対策としてドレーンを設置し，この水量も②
同様に屋内の三角堰で観測するように設備を設ける
ことが望ましい。
　	このため，漏水観測施設の改修工事を実施し，観測
孔での観測と共に漏水量の観測を実施し，再度ダム
の安定性について解析を行っていくこととした。

　その調査結果は以下のとおりである。
[平成12年度]
・	高密度電気探査結果によれば，堤体下流内部は不透
水層の存在による多層構造が予想され，堤体下流部
全体が飽和状態ではないものと考えられる。
・	堤体下流斜面全体が飽和状態であると仮定して地震
力を見込んだとしても，安全率は1.0以上が得られ，
早急な安全対策は必要ないものと判断された。
[平成14年度]
・	地下水位観測孔での測定結果から，堤体下流内部に
は比較的高い浸潤線，比較的低い浸潤線及びそれよ
りも更に低い浸潤線（計3本）が存在し，地下水は
多層構造であることが明らかとなった。
・	堤体下流湿潤部の滲出水量は大半が雨水，融雪水の
影響を受け，貯水位との相関は少ない。
[平成16年度]
・	透水試験の結果によれば，堤体下流内部の透水係数
は10-3〜10-7cm/sと広い範囲にあり，堤体下流内部の
地下水の多層構造がこれからも裏付けられた。
・	堤体基礎地盤には旧河床堆積物である砂礫が分布し
ており，これがドレーンの役割をなし，下部の堤体
内地下水位を低下させている。

図−1　羽鳥ダム平面図
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⑵漏水観測施設
　漏水観測施設は，H16年度の学識経験者からの意見
を踏まえ，同年度に改修を行っている。改修の内容は
以下の通りである。
・	これまで屋外にあった観測ピットを屋内に設置し
た。
・	これまでは堤体内部に設置されたドレーンからの水
量のみを計測していたが，浸潤部付近にもドレーン
を設け，水量を観測できるようにした。
　このことから，今までよりも正確で，多くの観測
データの収集が可能となった。
　観測施設には1〜3号導水管があり，1号導水管は既
設の堤体内部に設置されたドレーンで，浸透量を観測
するものであり，2号及び3号導水管は，平成16年度に
新設した湿潤部付近のドレーンから導水された水量を
計測するものである。
　水量はデータロガーにて1時間に1回，自動的に計測
されている。

５．測定結果の検証

　平成16年度から平成19年度の観測データを基に，
データの解析を行い，ダムの安定性についての解析を
行った。
⑴地下水位観測孔
　表−1は地下水位観測孔の測定結果より，ダム水位
と観測孔水位の相関等についてまとめたものである。
　このように，ほとんどの観測孔ではダム貯水位と観
測孔水位との相関は見られなかった。
　一方，貯水位と連動する観測孔も若干ながら存在し
ている。これらの観測孔については，ダム貯水位との
相関関係から，満水位時（EL686.0m）の孔内水位を
推定し，浸潤線を描くための値を求める。このデータ
は表−1の常時満水時の安定水位の列に示す。なお，
括弧書きで「宙水」と記載されているものは，その観
測孔が宙水の水位を示していると総合的に判断された

４．観測施設の状況

　今回の観測対象施設の概要は以下のとおりである。
⑴地下水位観測孔
　羽鳥ダムでは，23箇所の地下水位観測孔で観測を
行っており，1日1回（平日のみ），管理所の職員が観
測孔の水位を観測している。（写真−2，図−1の黒丸
部）

写真−2　地下水位観測孔

写真−3　漏水観測施設

図−2　羽鳥ダム断面図
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れば安定と判定するものである。観測結果及び浸潤線
より，ダムの安定性に関しての考察は次のとおりであ
る。
・	基本放物線よりも観測データによる浸潤線は低位で
あり，構造安定性に関しては安全側である。
・	何面かの宙水が分布することが今回の検討結果から
も明らかであるが，ほとんどの宙水面は基本放物線
よりも低位であるため，構造安定性に関して問題な
いと考えられる。
・	ただし，宙水と評価した14B-1孔の堤内水位は，僅
かであるが貯水位との相関が認められるため，今後
の継続監視は重要と考える。
・	観測水位の急上昇や，下流斜面のドレーン（2,3号導
水管）流量の急激な変化が生じた場合には，緊急的
な対応が必要である。
・	他の孔に関しても，貯水との相関を継続監視し，堤
内の浸透状況に大きな変化が生じていないことを確
認することが重要である。
⑵漏水観測施設
　1〜3号の漏水観測施設の測定結果において，貯水
位及び雨量との相関をグラフ化したものを図−4に示
す。各観測施設の傾向は下記のとおりである。
①1号導水管
　貯水位及び降雨量との相関が認められる。
②2号導水管
　貯水位との相関は認められないが，降雨量との相関
が認められる。
③3号導水管
　2号導水管と同様に，貯水位との相関は認められな
いが，降雨量との相関が認められる。

ものであり，浸潤線を描くデータとしては今回使用し
ていないものである。（「宙水」とは，地下水面より
上にある地層中に，局所的に不透水層または半透水層
が存在したとき，その上部にある地下水のことであ
る）
　この結果より，ダムの浸潤線を図−3のとおり描
き，キャサグランデの方法より安定性を検討した。な
お，浸潤線の基本放物線を同図に示す。キャサグラン
デの方法は，この基本放物線よりも浸潤線が低位にあ

表−1　地下水位観測孔水位の挙動

図−3　浸潤線によるダムの安定



　また，漏水観測施設の改修後は，堤体下流表面の湿
潤部が無くなったことから，2号及び3号導水管の設置
によって，湿潤部の水が漏水観測施設に導水されたも
のと考えられる。
　つまり，2号及び3号導水管で確認されている水は，
湿潤部の原因となった水であり，降雨との相関が認め
られている状況から，降雨による堤体表面の水捌けが
悪かったために発生したものではないかと考えられ
る。

６．おわりに

　今回の調査では，湿潤部の原因が雨水であることが
ほぼ特定でき，観測から描いた浸潤線からもダムは

安定していることが確認できた。加えて，ドレーンの
設置により湿潤部が消えたことも，大きな成果と言え
る。
　調査によって得られたデータは，羽鳥ダム堤体の状
況を定量的に示し，これまで予想の範疇であった現象
を明らかにするものであることから，このデータを適
正なダム管理に活用していきたいと考えている。

参考文献
1）	農林水産省農村振興局：土地改良事業設計基準　
フィルダム編
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図−4　漏水観測施設	測定結果（左：貯水位との相関，右：降雨量との相関）

＜2号導水管＞

＜1号導水管＞

＜3号導水管＞
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Ⅰ．はじめに

　国営伊是名農業水利事業は，平成11年度に事業着
工し，10年の歳月を経て平成20年度（平成21年3月末
日）に完了した。
　本事業の水源である千原地下ダムは，地下貯水部と
地表貯水部（以下「千原貯水池」という）で構成され
ており，地下貯水部はダム天端標高がEL1.0mの塩水
侵入阻止型の地下ダム，千原貯水池も貯水池底盤がEL
−11.0mの海面下の貯水池であり，計画時からある程
度の塩水の侵入が想定されていた。
　ここでは，千原貯水池底盤において実施した塩水侵
入対策工について紹介する。

Ⅱ．事業概要

　国営伊是名農業水利事業は，沖縄本島北部の伊是名
島のさとうきびを中心とした520haの畑地に農業用水
を供給し島の農業振興を図ろうとするもので，その水
源は国営事業で整備する千原地下ダム，大野山内貯水
池と県営・団体営で整備する小規模なため池からなっ
ている。
　この他，国営事業では揚水機場，用水路などの基幹
的なかんがい施設を平成20年度までに整備，関連事業
においても平成20年度末までに約200haの末端かんが
い施設の整備を終え，これらの区域では既に農業用水
の供給が開始されている。（図−1）

Ⅲ．千原地下ダムの概要

　千原地下ダムの地下貯水部は，鋼矢板を止水壁とし
た地下ダム（V＝240千m3，L＝479m，H＝15.5）で，
貯留された地下水は貯留域内に櫛歯状に埋設した取水
トレンチにより取水される。千原貯水池は，掘込み式
の貯水池（V＝513千m3）で，地表水を集水し貯留す
る。地下貯水部及び千原貯水池の貯留水は，中継水槽
で合流し，第1及び第2副貯水池に揚水された後，ほ場
へ配水される。（図−2）

Ⅳ．千原貯水池における塩水侵入の状況

1．計画時・設計時における塩水侵入の想定について
　千原貯水池の位置は，海岸から約400mしか離れて
おらず，その構造もFWL1.0m〜LWL−11.0mと海面
下となっていることから，計画時から貯水池内への塩
水の侵入が想定されていた。計画段階では，千原貯水

図−1　伊是名地区計画平面図
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影響を再度検討し，塩分濃度（塩素イオン濃度）が
500mg/L以下となるとの結果を受け，営農に支障がな
いことを確認して千原貯水池の整備を進めてきた。
2．工事実施後の塩水侵入状況について
　千原貯水池の本体工事は，平成13年度から平成17年
度まで実施され，平成17年第7月から貯水が開始され
た。その後の定期的な貯水池内の塩分濃度観測におい
て，計画上想定されていない高い塩分濃度が観測され
たことを受け（電気伝導度6,000μS/cm≒塩素イオン
濃度換算1,200mg/L以上），平成18年12月に貯水を排
水し，貯水池底盤における塩水侵入状況の再調査を実
施した。
　貯水池底盤内の調査結果から，底盤の一部より電気
伝導度20,000μs/cm（≒塩素イオン濃度4,000mg/L）
以上の高い塩分濃度の湧水が観測され，底盤への塩水
侵入が確認された。観測した塩分濃度と侵入量より千
原貯水池の貯水への影響を再度検討した結果，計画基
準年に貯水池内の塩分濃度が許容値の500mg/Lを超え
る時期があるとの結果から，塩水侵入対策を実施する
必要性が生じた。（図−3，4及び写真−1，2）

池への塩水侵入は近傍の地下水観測データから推定さ
れ，「貯水池へ侵入する塩水は，流入する地表水で希
釈され，計画上の許容値である塩分濃度（塩素イオン
濃度）500mg/L以下になる」と評価されている。ま
た，事業実施中においても継続的な地下水の塩分濃度
観測と，地表貯水部の実施設計時において塩水侵入の

図−2　千原地下ダム概要図

図−3　千原貯水池塩水湧出箇所確認図

図−4　千原貯水池塩水侵入対策箇所図

＊塩水侵入対策箇所；図−4の四角枠内に高濃度の塩水湧出箇所が集中箇所
　・電気伝導度10,000〜24,000μS/cmを超える塩水湧出箇所が集中している
　・砂岩頁岩互層（混在部）及びチャート層（混在部）からの湧出で，掘削時にゆるんだ箇所から湧出しているものと考えられる。
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2．塩水侵入対策の効果の予測
　平成18年度の貯水池底盤部における塩水浸入状況の
確認調査時に得られた貯水池全体の湧水量・塩分濃度
（533m3/day，2865mg/L），対策工部の湧水量・塩
分濃度（301m3/day，4,148mg/L）から，計画基準年
1991年（H3）の用水計画に対して，塩水侵入量及び貯
留水の塩素イオン濃度変化を算定した。
　その結果，計画基準年のある時期において，無対策
のケースで貯水池内の塩分濃度が831mg/Lと許容値の
500mg/Lを超え，一方，対策工を設置したケースでは
321mg/Lと対策工の効果が十分に得られる結果となっ
た。（表−2）

Ⅵ．塩水侵入対策工の設計

　塩水侵入対策工である「キャップコンリート＋排水
ポンプ」の設計においては，以下の事項を考慮して設
計を行った。
・	広範囲に侵入した塩水を貯留水と混ぜるこなく
キャッチ及び集水できる施設であること。
・	維持管理（メンテナンス等における利便性）を考慮
した施設であること。
・	塩水に対する耐久性のある施設であること。
　上記を踏まえて塩水対策施設を設計，詳細な設計内
容はここでは省略するが，施設の構成は下記のとおり
とした。（図−6，7）

Ⅴ．塩水侵入対策の検討

1．塩水侵入対策工法について
　平成18年度〜平成19年度における2回の底盤調査を
もとに，千原貯水池の塩水侵入対策工の検討と設計を
行い，平成19年度後半からの工事実施を進めていくこ
ととした。
　対策工法としては，表−1及び図−5に示すa〜dの4
案が考えられ，a〜cは，侵入自体を阻止する方法であ
り，dは侵入した塩水を排除する対策工法である。
　塩水侵入の基本的な対策の考えとしては，千原貯水
池の貯水の水質を確実に事業計画おける許容塩分濃度
500mg/L以下に下げることとし，一般的なカーテン
グラウトなどの工法と比較検討した結果，塩水の侵入
経路の把握が困難なこともあり，対策工の施工性（工
期・経済性）及び確実性（効果の確実性）から，「d
案:	侵入水（排除キャップコンクリート+排水ポンプ
（除塩））」を採用することとした。

写真−1，2　塩水侵入湧出状況写真

表−1　塩水浸入対策工の比較

図−5　塩水浸入対策方法の比較図
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表−2　地表貯水部塩素イオン濃度算定結果

＊上記の算定方法について，後述の「Ⅶ．塩水侵入対策施設の効果」を参照

図−6　塩水侵入対策工イメージ図

図−7　塩水侵入対策工計画平面縦断図
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1．取水部
　取水部は，千原貯水池底盤からの湧出した塩水を
周囲の貯留水と混ぜること無くキャッチする箇所
である。厚さ10cmのドレーン層（単粒砕石）内に
暗渠管（φ50mm）が格子状に配置され，湧出した
塩水を取水する。上部にはキャップコンクリート
（t=20cm），側部にはカットオフコンクリートを施
工し，塩水の枠外への流出を防いでいる。（図−9，
10）

図−8　アンダードレーン配管図

図−9　アンダードレーン標準断面図

図−10　カットオフコンクリート詳細図

　キャップする範囲（A=3,320m2）は，貯水池底盤調
査時に確認した塩水の湧出箇所のうち，塩分濃度が高
い箇所で，ある程度範囲が纏まった箇所で対策効果が
確実に得られる範囲とした。後述するがキャップ範囲
でキャッチした塩分量は，貯水池内に湧出する全体塩
分量の約6〜7割となる。（図−8）
2．導水部
　導水部は，取水部でキャッチした塩水を排水ポンプ
が設置される塩水貯留部まで導水する区間である。塩
水貯留部内で湧水が塩淡境界を保持したまま静かに貯
留させるためには，導水部の断面を十分確保し，流速
を低く抑える必要がある。（VU管φ300mm）
3．塩水貯留部
　塩水貯留部は，湧水地点から取水部でキャッチし導
水部で運ばれた塩水を貯留水と隔離して一時的に貯留
する施設である。塩水の排水は，ポンプに併設した電
気伝導度計で塩分濃度を感知して，排水ポンプの自動
運転によりを行われることとなるため，ポンプの運転
ON，OFF頻度を緩和することを目的として貯留部が
設置されている。（V=38.9m3）（図−11，12，13）
　塩水貯留部は，構造上，上蓋の一部を開口している
が，貯留部内に集水された塩水は，淡水との比重差に
より淡水と混ざることなく貯留部の底部に貯まり，電
気伝導度計が設置された高さにおいて除塩ポンプ起動
設定値以上の電気伝導度を感知した場合に除塩ポンプ
が起動して，貯まった塩水のみを排水する仕組みと
なっている。
　※ポンプ起動後も淡水と塩水が混ざらず層を形成し
ていることは対策工設置後の観測において確認済み。



—　　—61 水と土　第158号　2009

4．ポンプ排水部
　ポンプ排水部は，塩水貯留部に貯留された塩水を管
理用斜路（排水ポンプ設置及び昇降用）に設置した排
水ポンプによって地表部に位置する吐水槽まで揚水す
る区間である。
　排水ポンプは，オールステンレス製の水中ポンプと
し（φ50mm，2.2kw）また，水中ポンプが挿入される
管理用斜路管もステンレス管を採用し，耐塩性に考慮
した施設とした（図−14，15）。なお，水中ポンプは
定期的なメンテナンスが必要であるため，貯水位に関
係なくメンテナンスが可能な施設とした。
5．自然排水部
　本施設は排水ポンプで汲み上げた塩水を，西側排水
路下流へ排水する区間である。
　なお，排水は自然圧にて，貯水池へ逆流しない防潮
ゲート下流へ排水される。
　以下の写真−3〜5に各施設の整備の状況等を示す。

Ⅶ．塩水侵入対策施設の効果

1．対策施設設置後の塩水侵入状況（図−16）
　キャップコンクリート及び塩水貯留槽設置直後にお
いて，対策施設範囲内の塩水侵入量（湧水量と塩分濃
度）と貯水池全体の湧水量と塩分濃度を測定し，対策
施設による塩分除去量を整理した。
　その結果，対策工によりキャッチされる塩水は，塩
素イオン量の割合で全体の約60〜70％となっている。
2．対策施設の効果の検証
⑴効果の検証
　塩水侵入対策工の効果の検証として，「Ⅴ．2．塩
水侵入対策の効果の予測」で算定した貯水池内の塩分
濃度を，対策工整備直後（表−3）に観測した貯水池
内の全体の湧水量・塩分濃度及び対策工でキャッチす
る湧水量・塩分濃度の調査データを用いて行った。

図−11　導水部，塩水貯留部及びポンプ排水部計画平面図

図−12　塩水貯留部平面図

図−13　塩水貯留部断面図
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図−14　除塩ポンプ部構造図

※	ステンレス管φ400mm内に，水中ポンプを取付けたステンレス製の台車を挿
入，ワイヤーをウインチで引き上げ，メンテナンスが容易にできるような構
造としている。 図−15　除塩ポンプ構造図

写真−3　キャップコンクリート打設状況 写真−4　キャップコンクリート
・塩水貯留水槽完成

写真−5　除塩ポンプ斜路工

図−16　塩水侵入状況
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塩素イオン濃度変化を算定した結果，以下のとおりと
なった。（表−4）

　対策工によりキャッチできない貯水池に侵入する塩
水が貯水池に残留した場合には，塩素イオン濃度の最
大値が396mg/Lとなり，塩素イオン濃度の許容値を満
足する結果となった。
[塩素イオン濃度算定式]
　表−5，6では⑧貯留水の塩素イオン濃度を次式によ
り算定した。

⑵効果の確認
　塩水侵入対策施設の設置後，千原貯水池の貯水を開
始して対策施設の効果を確認するため，対策施設設置
以前より実施していた貯水池の水深別電気伝導度測定
による実測値を活用して，対策施設の効果の確認を
行った。
　その結果，対策前では池底で電気伝導度約2,000μ
s/cm〜池上面1,000μs/cm（塩素イオン濃度換算値約
450mg/L〜230mg/L）であったが，対策後は約1,600
μs/cm〜池上面600μs/cm（塩素イオン濃度換算値約
170mg/L〜80mg/L）と大幅に低減されており，塩水
浸入対策工の効果が確認された。

　＊	「予測」のH18年度時の湧水量と「検証」の対策
工整備後の湧水量の差は，今回のデータが降雨の
影響を十分に排除できたことによるものと考えて
いる。

1）貯水位と塩水侵入量の関係式の設定
①対策工なし
・貯水池全体の湧水量
　観測の平均：
　　　（256.1+267.5）/2＝	261.8ℓ/min≒377m3/day
　ここで，貯水位＝海面（≒EL.0.0m）の時，塩水侵
入量＝0と仮定すれば，
　貯水位と塩水侵入量の関係式：Q＝−34.273x
　ここに，Q：塩水侵入量（m3/day），
　　　　　x：貯水位（EL.　m）
・対策範囲外の侵入塩分量
　観測の平均：
　　　（901+875）/2＝888g/min≒1,278,720g/day
・対策範囲外侵入塩水の平均塩素イオン濃度
　1,278,720÷377＝3,392mg/L≒3,400mg/L
②対策工あり
・対策範囲外の湧水量
　観測の平均：
　　　（187.9+200.8）/2＝194.35ℓ/min≒280m3/day
　ここで，貯水位＝海面（≒EL.0.0m）の時，塩水侵
入量＝0と仮定すれば，
　貯水位と塩水侵入量の関係式：Q＝−25.455x
　ここに，Q：塩水侵入量（m3/day），
　　　　　x：貯水位（EL.　m）
・対策範囲外の侵入塩分量（対策後残留塩分量）
　観測の平均：
　　　（315+293）/2＝304g/min≒437,760g/day
・対策範囲外侵入塩水の平均塩素イオン濃度
　437,760÷280＝1,563mg/L≒1,600mg/L
2）対策工設置後の貯水池塩素イオン濃度の算定
　計画基準年1991年の用水計画に対して，①対策工な
し，②対策工ありのケースで塩水侵入量及び貯留水の

表−3　塩水侵入対策後の貯水池底盤への塩水侵入状況

表−4　地表貯水部塩素イオン濃度算定結果
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表−5　対策工設置後の貯水池塩素イオン濃度算定結果（対策工なし）

表−6　対策工設置後の貯水池塩素イオン濃度算定結果（対策工あり）

図−17　塩水浸入対策の効果
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Ⅷ．施設運転・維持管理

1．除塩ポンプの運転制御
　除塩ポンプの運転制御は，塩水貯留部に電気伝導度
計を設置して塩水上面の電気伝導度を感知して，ポン
プを起動させる自動制御方式とし，また，一定時間
（任意設定時間T1）運転した後に自動停止させる自動
タイマー運転方式とした。
　なお，起動設定値である電気伝導度（13,000μs/
cm）及びポンプの1回当たり起動時間（60分）は，施
設整備後から実施した塩水貯留槽内の水深別塩分濃度
変化値の観測結果から，塩水貯留水槽から塩水を貯水
池内に溢れ出させないこと及び運転頻度を出来るだけ
少なくするように設定した。（図−18）

2．維持管理
　千原貯水池への塩水管理については，「千原地下ダ
ム塩水管理マニュアル」に基づき（表−7，8　図−
19），貯水池内の定期的な塩分濃度観測などを実施し
て塩水の監視するとともに，施設の維持管理について
も，同マニュアルに沿って点検整備を行い，施設の劣
化を防止し，長寿命化を図ることとしている。

図−18　除塩ポンプ運転フロー

表−7　定期調査内容

図−19　塩水管理定期調査フロー
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Ⅸ．終わりに

　今回，利水範囲（FWL1.0〜LWL-11.0m）のほとん
どが海面下という掘込み式の貯水池である千原貯水池
で行った塩水侵入対策は，過去に事例がないものと推
測されるが，対策工施工後の調査においては，事業計
画上の許容塩分濃度（塩素イオン濃度）500mg/L以下
に抑えることができ，本対策が千原貯水池貯留水を営
農において支障をきたさない水質に保つことができる
ことが確認された。上述のとおり当該対策工の効果は
十分得られており，本対策は施工性（工期・経済性）
及び確実性（効果の確実性）の観点から，当該施設の
塩水侵入対策としては適切な対策だと考えている。
　なお，今後は千原貯水池の水質を長期的に保全する
観点から塩分濃度の監視，当該除塩施設の操作・維持
管理を確実に行っていくことが肝要である。

表−8　維持管理の管理項目表
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１．はじめに

　ほ場整備が府内各地で実施されるようになり，早期
にほ場整備を行った地区では相当数の年月が経過，施
設の老朽化が進む中で様々な不具合が発生し，営農に
支障を来たしているという相談が農家から寄せられて
いる。
（相談内容）
　・用水路の目地からの漏水
　・田が湿潤で麦転作が困難
　・畦畔の法面が急であり草刈作業が困難
　従来，これらへの対応は農家自身が考え解決を図っ
てきたことであるが，過疎化・高齢化の進行や農家戸
数の減少などによる金銭面，労力面の負担が増えてい
ることを背景に自力での不具合の解消を諦めて放置す
るケースも発生している。
　よって，こうした不具合が発生した場合の対処方法
や簡単な予防方法を農家自らへ普及していく取り組み
が必要と考え，京都府庁の農業土木職員有志でモデル
事業に取り組み，農家自らが行いうる簡易な補修方法
を提案し，その具体的な「普及策」として，㈳農山漁
村文化協会より技術普及ビデオとして販売されるに
至ったところである。
　また，このモデル事業の取り組みを通じて，集落内
の人と人の結びつきが強まり，ひいてはリーダーの育

成に繋がることが実感できたことから，府が土地改良
施設の管理方法を現場で農家に伝える「きっかけ作り
に特化した」新たな行政サービスを試考中である。

２．活動のきっかけ

　京都府の水利施設を調べてみると，昭和40年頃まで
に，かんがい排水事業，湛水防除事業及び災害復旧事
業でかなりの数の基幹的な水利施設が築造されてい
る。
　その後，昭和40年代後半からほ場整備事業が府内各
地で実施され，現在は整備率が60％を超えるところま
で進んでいる。
　したがって，基幹水利施設については大部分が40年
以上経過し，ほ場整備の用排水路についても，昭和年
代に施工した地区では既に20年から30年経過してい
る。
　これらの水利施設の機能を保全し少しでも長く利用
するため，ストックマネジメント事業による機能保全
の取り組みが始まったところであるが，ほ場整備事業
で施工した用排水路はコンクリート二次製品を使用し
たものがほとんどを占め，ゴムやモルタルで施工され
た水路目地からの漏水が顕著になっているものの，製
品としてはまだまだ十分に使用できるものが多い。こ
のため，費用面から工事による補修よりも，農家自身
がモルタルやシーリング材で目地補修するなどして当
座の水路からの漏水を止める努力をしながら利用をし
ている。
　しかしながら，材料の選び方，作業の仕方において
ノウハウを持たないがゆえに漏水を完全に止めること
ができなかったり，効果がごく短期間である場合が多
く，漏水を止めることを諦めてしまっていたのが現実
であった。
　さらに，漏水を放置しておくと状況が更に悪化して
施設が使えなくなり，もっと大きな費用がかかること
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＜試験工法＞
①貼り工法　	特殊テープ（写真−1）を使用
　　　　　　	※農工研官民共同研究開発品
②詰め工法　	モルタル（写真−2）又は建築用シーリ

ングカートリッジ（写真−3）を使用
③塗り工法　	建築用防水塗料（写真−4）を使用
　これらの方法が，高度な技術を必要としたり特別な
機械を必要とするものでなく，資材が入手しやすいも
のであり，更に大きな効果が得られるのであれば，農
家の人たちの長年の悩みが解消されることが期待でき
ると考えた次第である。

も危惧される。そこで，農林水産省利根川水系土地改
良調査管理事務所， 農村工学研究所において，現況
の水利施設の機能を保全し長寿命化するための研究が
されており，また，各地で試験施工がされているとい
う情報を学会誌等で得ていたことから，農家がDIYに
より簡易補修することを前提に材料，工法，作業手順
のノウハウ面で御指導いただき以下の工法を試験的に
実施した。

②厚さは1mmに塗布①ウレタン系シーリング材を使用

④最後にマスキングテープをはがす③テープの裏面（ザラザラ）をコンクリート面に密着。
　テープを引っ張ると四隅が浮くので注意

写真−1　貼り工法
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②マスキングテープを貼る①	バックアップ材を詰める

②団子を作って詰める①	量りを使用してインスタントモルタル5kgに水650ccを
加えて混合する

④養生する③コテで押える

写真−2　詰め工法（モルタル）
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④シーリング材を詰める③シーリングプライマーを塗る

写真−3　詰め工法（シーリング材）

②量りを使用して主材と硬化剤を1：1.5の割合で混合①ウレタンプライマーを塗る

④最後にマスキングテープをはがす③ウレタンコ−トを塗る

写真−4　塗り工法



３．農家からの感想

　今まで，水利施設の維持管理等に係る農家意向，意
識などの把握確認は行っていなかった。工事完了後は
農家へ維持管理等を含め総てを付託してきたところで
あり，今回の取り組みにより，農家からより具体的に
かつきめ細やかな問題提起の機会を得たところであ
る。営農と施設管理が密接な連携のもとに一体となる
よう情報共有の必要性が生じている。
　これまでも，毎年行われている維持管理の共同作業
等から『田んぼを干すときに水路からの漏水がネック
になる。』との農家発言からも漏水状況の点検，把握
は行われているが，実際の補修工法としては，『セメ
ントを使うこともあるが，ビニールを詰めたりするこ
としかないと思っていた。』などを主流とした対処措
置が講じられていたと思われる。　　　　　　　　　
　また，『業者に頼んでもどこから水が入ってくるか
は，田んぼが乾いた時にしか水漏れはわからないの
で，全てを把握することはできない。』『自分の田は
自分しかわからない。』などから，その多くは，所
謂，漏れっぱなしの状況で放置されていたのが現状で
あった。
　今回の取り組みによる農家からの声としては，『今
までは，水漏れは，ややもすればほったらかしとなっ
ていた。今後は，人に任せるのではなく，自分の水田
をちゃんと管理することが第一。先ずは，自分の田ん
ぼは自分で守ることが地域全体の輪になっていくと
思っている。』との感想もあり，平成20年度から始

まった農地・水・環境保全向上対策の活動の取り組み
が基礎になっていると思われる。
　今後，今まで以上に農家自身で点検，補修が可能と
なるような診断支援体制の確立が急務であり，「日常
的な土地改良相談」に応じられるような診断技術能力
の向上に努めるとともに，より機動的な体制整備が必
要となるところである。

４．農家へのアンケート

　例えば，車の調子が悪くなったら，カーショップや
自動車販売店に相談に行く。そうすれば大体のことは
片付く。農村での困り事に関してはどうか，その点の
実態を聞き出すことを主眼にアンケートを作成した。
現代は何でもインターネットで情報収集できる時代で
あるが，農家においてどこまでインターネットが普及
し情報検索能力をどれほど有しているか，技術収集先
や相談先はどこなのか，補修費用として「いくら」ま
でなら業者任せにするか，という点について聞き出す
べくアンケート内容を練った。補修費用が多額になれ
ば経済負担は重くなり，それだけに日常の維持管理の
必要性について意識の向上が必要なことだと感じられ
るはずです。この意識はこれからの展開を目指してい
く農家施工による水路の簡易補修の存在理由になるも
のであり，アンケートにおいては重視した点である。

＜アンケート結果の要点＞
①	活動をきっかけに参加農家の困難，悩みは解消（表
−1）
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表−1



②	農家同士のネットワーク化は機運はあるものの時期
早尚（表−1）
③	インターネットでの情報入手はさほど浸透していな
い。市町村等に対面での相談を望む声多し（表−1）
④	「集落内の人と人の結びつきが強まる」との声も
（表−1）
⑤	「ほ場整備で維持管理作業が不要になると思った」
との声も（表−2）
　また，当取り組みで得られたノウハウを普及するこ
とが大切と考え，アンケート結果等を踏まえて以下を
知事に政策提案した。

＜政策提案の要点＞
①	今までの足りない点を人的支援でフォロー（図−１）
②	市町村と連携して農家が何に困っているかを聞き，
地域の実情を考えてそこにある資源（人，物）でう
まく行くようコツをアドバイス（図−２）
③	きっかけを作ることが目的なので府からの人手や資
材の提供は不要（図−３）
④	誰にでもできるようにしないといけないので材料は
どこでも入手できるものを使用（図−４）
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表−2

図−1



—　　—73 水と土　第158号　2009

図−2

図−3

②手順説明①	現地指導

農家に資材調達〜施工方法までを府が具体的に指導・助言

④漏水解消③試験施工

※府からの人手や資材の補助は行いません



５．費用対効果の試算

　簡易水路補修の普及にあたっては，中山間地域等直
接支払制度や農地・水・環境保全向上対策などの制度
の活用が考えられることから，公金を投入するという
考えに立って投資効果を明確にし，府民のコンセンサ
スを得ていくことが必要である。
　また，地域協働活動として推進するためには，実施
する地域に対しても投資効果について説明責任がある
ことから，簡易水路補修の実例をもとにして，「新た
な土地改良の効果算定マニュアル」を簡略化して利用
し，費用対効果の検証を行った。
　効果の検証については，簡易水路補修を地域協働で
施工した場合と業者に外注した場合について，それぞ
れの費用対効果を算出比較する。

◆検証事例
　場　　所：京都府福知山市田野
　日　　時：平成21年1月18日〜20日
　作業内容：UF400の目地補修
　　　　　　　（67箇所	L=280m）
　工　　法：シーリング材による目地詰め＋防水塗装

◆補修にかかる経費
　・地域協働施工の場合　127,159円
　　（実際にかかった経費：表−3参照）
　・外注した場合　　　　367,500円
　　（	検証事例で作業に出役した人数をもとに，土地

改良工事積算基準により工事費を積算）
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図−4

②塗料①	詰材

農家に資材調達〜施工方法までを府が具体的に指導・助言

④小物③道具

※資材はホームセンター等で普通に購入できるものを使用します



◆効果算定
　簡易水路補修によって発現される効果には，作物生
産効果，営農経費節減効果及び維持管理費節減効果と
し，効果が発現する面積は，補修した水路の直接受益
として効果を算定した結果，以下のとおりとなった。

・作物生産効果

・営農経費節減効果

・維持管理費節減効果

・年総効果額等
　各効果を総括すると表−4となる。

◆総費用（現在価値化）
　補修にかかる経費から，総費用（現在価値化）を算
定した結果は，表−5のとおり。

◆費用対効果検証結果
　総費用総便益比
　・地域協働で施工した場合
　　5.02＞1.0（表−6参照）
　・外注した場合
　　1.73＞1.0（表−7参照）	
　今回の効果検証については，簡略化して算定したも
のであるが，簡易水路補修を地域協働で施工した場合
については，総費用総便益比が5.02となり，検証事例
の工法が低コストであることが確認された。
　また，外注した場合より総費用総便益比が約3倍と
なっており，地域協働活動が大幅な低コストを実現，
農家投資行動が刺激されることで効果が経済面にも波
及するものと考えられる。
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表−3　補修にかかる経費（地域協働施工の場合）

表−4

表−5



６．おわりに

　農山村地域は，おいしい水や空気，安心・安全な食
料を供給するほか，棚田など美しい景観や貴重な伝統
文化の提供，さらに洪水抑止などの災害防止にも貢献
するなど，府民の生命と生活の維持になくてはならな
い役割を果たしており，まさに「命の里」とも言うべ
き大切な地域であり未来へと引き継いでいかなければ
ならない。
　そこで，過疎化・高齢化の進む農山村地域の担い手
となる人材や組織の育成・支援により地域活動の土台
となる組織等をつくり，それらに対して，地域が連
携・協働して取り組む活性化活動や，生活・生産・営
農の各基盤の整備を支援することで，地域の里力の回
復と農山村環境の総合的な整備を促進し，過疎化・高
齢化の進む農山村地域を「命の里」として再生するた
め，京都府では平成21年度に『共に育む「命の里」事
業』を創設した。我々の取り組みが影響を与えたもの
と密かに自負しているところである。
　具体的には，『里の人づくり』として，地域農業や
農山村の担い手となる人材を確保するため新規就農者
の育成を支援。また，地域づくりを担う組織を育成す
るため，大学やNPO，企業などと集落が一体となって
再生活動に取り組む「ふるさと共援組織」や，小学校
区などの複数の集落が連携して地域共通の広域的な課

題解決に取り組む「地域連携組織」の設立と活動を支
援する。
　さらに，『里の基礎づくり』として，生活道路や農
道水路，営農施設など，農山村で暮らすために必要な
環境基盤の総合的・一体的な整備や，鳥獣被害への集
中的な対策，森林整備の強力な推進により，農山村で
働き暮らすため必要な基礎づくりを総合的に支援す
る。

＜共に育む「命の里」事業＞
⑴『生活環境基盤整備』
　1）事業内容
　	　生活道路・生活用排水路の整備・補修や防災・危
険防止設備の設置・改修など，地域の生活環境基盤
の整備に関するもの
　2）事業要件
　　①	実施する事業が，地域連携組織が策定する里力

再生計画に位置づけられていること
　　②	事業の全部又は一部に地域連携組織の直接施工

による工事が含まれていること
　3）事業主体　　市町村他
　4）補助率　　3分の2以内
⑵『農業生産基盤整備』
　1）事業内容
　	　劣化等により機能が低下している農道や農業用水
路の補修など，地域の農業生産基盤の整備に関する
もの
　2）事業要件
　　①	複数集落が連携して作成した整備計画書に基づ

くものであること
　　②	整備計画書に住民の直接施工による工事が含ま

れていること
　　③	受益地が原則として農業振興地域の農用地区域

内であること
　3）事業主体　　市町村他
　4）補助率　　3分の2以内
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表−6　総費用総便益比の総括（地域協働施工の場合）

表−7　総費用総便益比の総括（外注した場合）
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Ⅰ．はじめに

　苓
れい

北
ほく

町
まち

は，天草島原の乱において，天草四郎が敗北
した激戦地富岡城がある，歴史をひめた雲仙天草国立
公園のなかにある風光明媚な町である。
　天草諸島は全人口が13万人で，島としては沖縄本
島，淡路島に次ぐ全国3位の人口を擁している。苓北
という名前は，「苓」が「甘

あま

草
くさ

」を意味し，天草の別
名・苓州の北部に位置する町ということで「苓北」と
名付けられた。頼山陽の詩「天草灘に泊す」の「雲か
山か呉か越か」で有名な雄大な東シナ海に面する町で
ある。長く突き出た富岡半島は陸繋島で，突端の美し
い巴崎は小天の橋立とも呼ばれている。
　苓北町の位置は九州の西部にあって，おおよそ北緯
32°，東経130°に位置する。西に天草灘（東シナ海）
を臨み，北は千々石灘をへだてて，長崎半島や雲仙岳
（長崎県）に相対している（図−1のとおり）。
　町の大半は山地で，南部と東部には500m級の山が
連なって海に迫り，西部には海岸段丘がみられ，中央
部には平坦な志岐平野が開けている。
　年平均気温は17.2℃前後と温暖で，年間降水量は
2,000mmを越える多雨地帯である。暖流の影響で夏は
比較的涼しく，冬は温暖である。
　他の島嶼地域と同じく水利の便に恵まれず，安定し
た営農が困難な地域であった。人口は平成17年で8,927
人，高齢化率32％の農水産業を中心に，九電の石炭火
力発電所を有する町である。

Ⅱ．ため池築造以前の天草の農業水利

　古来，天草諸島は水利に乏しく，遺跡は海上交易や
漁労製塩を主とした海岸沿いに点在していた。
　中世になると，天草五人衆と呼ばれる水運と農業開
発を行った武士が台頭した。苓北町でも，谷地田の開
発と水運を中心として菊池氏一族の志岐氏が活躍し
た。しかし，離島で農業生産基盤が零細で農業生産力
が低く，干ばつや暴風の自然災害も多かった。このこ
とが天草島原の乱の原因の一つでもある。
　天草島原の乱後，天領となった江戸時代は米作が基
本であったが，生産量が少なく年貢や地主への支払で
余剰がなかった。自家用として麦，サツマイモ，大
豆，ソバなどを栽培し主食としていた。特にサツマイ
モは干害，水害などの天災に強く，天草の地では多く
の郡民の餓死を防いだ。
　天草は狭い農地面積に対して，キリスト教の生命尊
重の影響からか人口が過剰となるため，農家は零細と
なり，借金を重ね，昔から常に食料不足に見まわれて

図−1　苓北町位置

【歴史的土地改良施設】
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いる。
　また，天草は台風の通過地域にあってその被害は甚
大である。さらに小河川しかなく，その河川も急峻
で，保水力のない貢岩層の地形では，降った雨は急激
に海に流れ，度重なる洪水と干ばつの被害を受けてき
た。江戸時代は，暴風，洪水，干ばつ被害が3〜4年に
1回ずつ繰り返している（写真−1参照）。
　このため，技術が進展していなかった時代は，大き
なため池，ダム等の築造は暴風洪水による破堤の恐れ
があるため不可能であった。
　なお，平山ため池築造以降の主な干ばつは，昭和9
年，昭和33年，昭和42年，平成6年と被害回数が減少
している。
　昭和35年頃から，天草では9月の台風の害と用水不
足への対応から，この前に稲を実らせ，刈り取ってし
まおうとの考えで水稲早期作が導入されている。

Ⅲ．戦前のため池築造（平山ため池）

　主流河川「志岐川」は，苓北町と天草市の分水嶺を
起点として北へ流れ，志岐平野約100haの水源となっ
てはいるが，流程が短く，勾配が急なため，雨が降れ
ば鉄砲水となって流失し，数日干天が続けば枯渇する
という状況であったため，水田1枚毎に井戸を掘って
灌漑するところが多かった。本川延長約6kmに対し15
箇所の井堰，取水口があり，上流の排水を下流の用水
として何度も反復利用していた。
　このため，志岐平野の水源を確保することは流域住
民にとって多年の悲願であった。昭和7年，時

じきょくきょうきゅう

局匡救
耕地拡張事業が施行されたとき，志岐村は，この事業
に申請して認可を受け，志岐川上流の平山地区で志岐
川を締切り，ため池を築造した。その概要は表−1に
示すとおりである。また，図−2および3に平面図と標
準断面図を，写真−2に下流側から見たため池堤体を
示す。
　築造の経緯は，同所に建立されている記念碑（写真
−3参照）に克明に記されているので，後述する。

写真−1　動噴による水稲の灌漑風景（干ばつ時）

写真−2　ため池下流より下流面を望む

表−1　平山ため池概要

図−2　平面図

図−3　標準断面図
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昭和17年2月に着手した。
　しかしながら，戦時下物資，労力共に不足の折り
柄，工事は難航した。戦時中あらゆる物が不足してい
た中で，工事のため若干のセメントの特配を受けてい
たが，昭和20年にいよいよセメントの入手が困難とな
り，工事は中止した。
　戦後米軍占領下，当時の村長荒木守孝氏が占領軍の
民政官ピーターセン氏と親しく，このルートから厳し
い統制経済下にセメントの特配を受けるなどの苦闘の
末，昭和22年にようやく完成した。その概要は表−2
に示すとおりである。また，図−4および5に平面図と
標準断面図を，写真−4に下流側から見たため池堤体
を示す。
　なお，このため池の築造に当たっては一般の住民が
動員されたほか，菊池勤皇農兵隊約60名が動員され
て，志岐蓮窓寺に宿泊して作業を手伝ったと言われ
る。これらを記念した記念碑が同所に建立されている
（写真−5参照）。
　平山上ため池は，堤体上流面が1：0.075のコンク
リート打放し，堤体下流面が1：0.86の勾配の石張りの
重力式コンクリートため池である。

（記念碑文）
　志岐田原は面積百町歩にして本村産業の根幹なり，
然るに是にかんがいする志岐川は流程僅か二里余剰に
当地方は雨量極めて少なく殆ど毎年旱害を蒙らざるこ
となく志岐田原は島内第一の干魃地として知られ灌漑
補給用井戸其数数百六十九個に及び水稲季に至れば村
民は昼夜給水に奔命し全く他を顧る暇なし，而して尚
旱害を免れず労力時間の浪費旱魃の被害年々村民の受
くる苦痛は実に甚大なり，されば灌漑池の築設は本村
数十年来の懸案として幾度か計画せられたるも適当な
る場所を発見する能はざりしと築設費の財源難とによ
り空しく今日に及びたり。然るにたまたま昭和七年政
府に於いて農村救済土木事業施行せらるるに当たり幾
多の紆余曲折を経て地を此処に相し，工事費の半額を
政府の補助に仰ぎ本灌漑池を築設することとしたり。
起工以来半年，工を費やすこと六千二百六十九人にし
てここにまったく竣成す。数十年間の懸案を解決して
歓喜に堪えず，記して以て記念とす。

昭和八年於秋　志岐村長　荒木守孝

　平山ため池は小規模ではあるが，堤体上流面が1：
0.075，堤体下流面が1：0.86の勾配の重力式全面石張
りコンクリートため池である。越流堤頂と管理橋のす
き間に堰板を渡すことによって，さらに5千m3程の流
量を確保する仕組みがある。
　同じ石張りである香川の豊稔池は昭和5年，大分の
白水ダムは昭和13年に完成している。石張りの最大の
利点は，型枠を使わなくても頑丈な重力式堰堤が建造
でき，表面保護が図れることと考えられる。反面，石
張りの施工は入念な手間が必要である。

Ⅳ．戦中戦後のため池築造（平山上ため池）

　平山ため池の築造は，干ばつに悩む志岐平野に恩恵
をもたらした。しかし，水量はようやく4，5日を支え
る程であったので，さらに，平山ため池の上流にため
池を築造して，水量を確保したいと計画し，戦時中の

写真−3　平山ため池記念碑

表−2　平山上ため池概要

図−4　平面図



　堤体上流面をコンクリート打放しにしたのは，型枠
技術の進歩と施工の効率化を図ったものであろう。し
かし，堤体下流面については，石張りのままであり，
斜面型枠の技術が困難だったのか，技術の推移が興味
深い。

Ⅴ．昭和 40 年代の志岐ダム建設

　平山ため池，平山上ため池の2カ所を完成したので
あったが，これは最終的に有効な時間給水によってか
ろうじて急場をしのぐ程度であり，それ以上干ばつを
防止することはできなかった。さらに別流域の三会川
流域にはこれらため池はなく，志岐炭坑の掘進の進捗
によって用水被害を生じ始めたのである。

　このような状況から志岐川の上流に大型ダムを建設
することは志岐地区農民の夢であった。この実現の端
緒は昭和28年ごろ志岐村長田中隆安によって計画が立
てられ，昭和30年苓北町合併に持ち込まれたものであ
るが，膨大な資金を要すること，志岐川流域の水田は
曲がりなりにも充足していることなどから早急に実現
することは困難であった。
　この間，昭和33年，昭和34年の大干ばつに遭遇しな
がら，なおこの事業に踏み切る姿勢を示さなかった。
　昭和42年，旧本渡市の楠浦方原ダムの完成などあ
り，徐々にその必要性は啓蒙されつつあったが，地元
負担金の問題で容易に進展しなかった。昭和42年新任
の森実町長は，地元負担金は町費で負担しようとする
案を議会に提案して波紋を起こしたが，結局議会の同
意を得てこの案が議決された。
　事業は県営で施行することとなり，昭和42年7月31
日に事業計画承認申請書を提出し，翌年1月12日に認
可を得た。事業は県が施行するとしても，地元の責任
は，土地改良区を設立してこれに当たることになり，
翌43年10月31日設立の認可を得た。その事業概要は表
−3に示すとおりである。また，志岐ダムを写真−6に
示す。
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図−5　標準断面図

写真−4　ため池下流より下流面を望む

写真−5　平山上ため池記念碑

表−3　志岐ダム概要

写真−6　志岐ダム（直下が平山上ため池）
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いくために，埋蔵文化財の発掘調査，文化財の復元，
修復等を推進し，整備と公開を通してその保存と活用
を図る。」
⑺保全の基本方針
　両ため池を保全するにあたっての基本方針は次のと
おりである。

　−�ふるさと苓北の農の源を後世に�−
　「平山ため池」および「平山上ため池」は，戦前・
戦中の物資が不足する時代に先人の知恵と努力によっ
て整備され，苓北町の農業の発展に寄与した重要な施
設である。石積みと管理橋が独特の趣ある景観を創り
出しており，町指定の文化財にも指定され，今日まで
大切に守られてきた。この文化遺産を守り，後世に伝
えていくことによって，重要な農業水利施設の一つと
してこれからも地域の農業を支えていくことを可能に
すると同時に，地域住民の散策や子供たちの学習の場
として利用可能な状況を復元する。そうすることで，
地域の人々の郷土意識を高め，農村社会の維持・継承
につなげていく。

　これらを受け，平成20年度から老朽化した施設（管
理橋，ゲート他）の改修および堤体の補修他を県営地
域用水環境整備事業（歴史的施設保全型）にて実施中
である。
　今回の地域用水環境整備事業の着手に際し，堤体
ボーリング調査を行った。平山ため池の堤体コアは70
年以上経過しても鮮明で，径10cm程の玉石および砂
利を入念に突き固めた跡がある。平山上ため池は，径
30c程の玉石も多く混入し，水平の打継目が顕著であ
り，海岸の浜砂利等が露出している。資材と熟練者が
不足する中で，懸命に農業水利の確保を図った先人の
苦労がしのばれる。

Ⅶ．おわりに

　これらの灌漑施設の建設により，苓北町ではレタス
栽培が拡大し，昭和45年に国野菜指定産地の指定を受

　平山，平山上ため池および志岐ダムの完成により，
苓北町の農業水利が安定した。さらに志岐ダムの受益
地347haを第二次農業構造改善事業で昭和40〜50年代
に整備し，水稲早期作，レタス，ミカンを中心とした
苓北町中心部の営農の近代化が図られた。

Ⅵ．ため池施設の位置づけと保全の方針

⑴かんがい施設としての両ため池の役割
　両ため池は，農業用水確保を目的に築造されたため
池であり，現在においても志岐ダムを補完する農業用
水の水源として利用されている。なお，平山ため池は
「志岐上津深江簡易水道志岐浄水場」の上水源として
現在も利用されている。
⑵文化財としての評価
　両ため池は，昭和9年および昭和22年に志岐川をせ
き止めて造られたもので，干ばつに悩んでいた志岐平
野の農業を救い，町の発展に大きく寄与した歴史的農
業水利施設である。堤体は石張りとコンクリートを使
用し，当時の先進的な技術で造られたもので，管理橋
も設置された独特の趣ある景観を創り出して，戦前，
戦中の文化財としての価値は高い。この価値が高く評
価された結果，両ため池は平成16年10月20日に町指定
文化財に指定された。
⑶農村景観形成における施設の役割
　両ため池は，表面を自然石組で保護したコンクリー
ト構造であり，周辺の田園景観と調和し，独特の農村
景観を創り出している。特に「平山上ため池」は，天
端橋梁の手すりと橋脚が重厚な印象を与えており，下
流側から見た景観は迫力があり，かつ美しい。
⑷教育の場としての役割
　両ため池は，小学生向けの教材「わたしたちの町苓
北（苓北町教育委員会）」でも紹介され，子供たちの
郷土学習の場，特に地域の農業の歴史を学ぶ上での重
要な施設である。
⑸住民の憩いの場としての役割
　一般住民の利用については，以前は釣りなどで利用
され，子供たちの遊び場ともなっていた。しかし，施
設の老朽化が進んだ現在では安全性が確保できないと
の理由で釣りが禁止されており，農業関係者以外の利
用は少ない。施設の安全性が確保されれば，かつての
ように住民が散策したり釣りを楽しんだりすることが
できるようになり，歴史的農業水利施設への認識や地
域農業への関心が高まることが期待されている。
⑹苓北町の文化財保護行政上の位置づけ
　苓北町では「歴史と伝統文化が薫るまちづくり」の
ために，地域における文化活動の振興に努め，町民文
化の発展および文化財の保護と活用を図るため，次の
ような目標が設定されている（苓北町教育要覧）。
「郷土の先人達が残した貴重な文化財を後世に伝えて 写真−7　レタス栽培風景
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け，現在では作付面積145haと県下一のレタス産地と
なっている（写真−7参照）。
　11月から3月まで，その7割ほどが関東地方の大都市
圏へ向けてブランド名「シャキッと朝食レタス」とし
て出荷されている。レタスは食品の安全を考え，町の
畜産農家の堆肥による土作りを徹底し，町内で出た有
機物を再び畑に戻し作物を育む地域循環型農業が実践
されている。苓北町のレタスは，有機肥料を使いミネ
ラルたっぷり，ボリューム感豊かなレタスである。
　また，完熟越冬袋かけみかん「ときめき夢味」は平
成17年度に東京市場で全国2位の価格取引となってい
る。
　全国の皆様，JA苓北のレタスを見たら，水の確保に
努力した先人の事も思い出して下さい。

参考文献・資料
『私達の町苓北』（苓北町役場　平成14年3月）
『苓北町史』（苓北町役場　昭和58年3月）
『熊本県農業水利誌』（熊本県　昭和49年3月）
『熊本県土地改良史』（熊本県　平成2年3月）
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　ダム用埋設計器の故障の原因は，ケーブルの断線，絶縁低下，誘導雷の侵入などケーブルに起因することが多
い。農村工学研究所では，官民連携新技術研究開発組合（坂田電機株式会社，東京電力株式会社）と共同研究（平
成13〜15年の3年間）を実施し，フィルダム等への埋設が可能なワイヤレス間隙水圧計を開発した1），2）。ワイヤレ
ス間隙水圧計の第1号機は平成16年1月に九州農政局管内中岳ダムに試験機として設置された。その後，ワイヤレス
間隙水圧計は複数のセンサを接続できるマルチワイヤレスセンサへと改良が進んでいる。平成21年4月時点で全国
の農林水産省関係のフィルダムに88台のワイヤレス埋設計器が設置されている。本稿では，ワイヤレス埋設計器の
特徴及び設置の現状について紹介する。

１．地中通信とは

　ケーブルの代わりに地中を透過する低周波電磁波を用いてデータ搬送を行うことを地中通信と呼ぶ。一例として
フィルダムにおける地中通信システムを図−1に示す。比較のためケーブル付きの従来型計器も表示した。ワイヤ
レス計測では，地上部の送受信装置と地中部のワイヤレス埋設計器との間で低周波電磁波（8.5kHz）を利用した双
方向デジタル無線通信を行う。電磁波には指向性が
あるため，埋設計器のアンテナコイルと送受信装置
のコイルの軸方向が一致するときに最大の通信距離
が得られる。このため，両者の位置関係に注意した
設置が必要である。また，地中通信は周辺ノイズの
影響を受ける。通信可能な条件は受信位置での信号
対ノイズ比（S/N比）が2以上である。したがって，
送受信装置の設置の際には周辺ノイズの計測とノイ
ズを考慮した位置選択が必要になる。図−1の計器
配置から明らかなように，ワイヤレス計測ではケー
ブル等の異物が少ないため堤体に対する計器設置の
影響が小さい。また，ケーブル延長が長くなるほど
ワイヤレス計測システムの方がコスト面で有利にな
る。

２．ワイヤレス間隙水圧計の構造及び特徴

　ワイヤレス間隙水圧計の構造を図−2に示す。ワ
イヤレス間隙水圧計は，①間隙水圧計，②アンテナ
コイル，③回路基板，④電池，⑤筐体から構成され
る。データロガー機能，プロセッサ機能を実装して
おり，埋設後に計測・通信頻度の変更が可能であ
る。1日1回計測，1週間に1回1週間分の日計測値を
地上に送信するという計測条件で，ワイヤレス間隙
水圧計の設計寿命は10年と設定されている。設計寿
命10年はフィルダムの挙動が10年程度で安定すると

【技術情報紹介】

ワイヤレス埋設計器の開発

浅　野　　　勇＊　林　田　洋　一＊　田　頭　秀　和＊　増　川　　　晋＊

	 （Isamu	ASANO）	 （Yoichi	HAYASHIDA）	（Hidekazu	TAGASHIRA）（Susumu	MASUKAWA）	

　＊農研機構	農村工学研究所	施設資源部	構造研究室
	 （Tel．029−838−7570）

図−1　ワイヤレス計測システムの例

図−2　ワイヤレス間隙水圧計の構造
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いう考えに基づく。寸法は若干大きくなるものの，
電池の増設で10年以上の計測期間や頻度を高めた計
測への対応が可能である。筐体は，堤高100m程度の
フィルダムに埋設可能な構造であり，耐水圧性能は
3MPa以上である。寸法は，堤体に対して異物とな
らないよう，フィルダムの遮水材の最大粒径以下と
し，密度も同程度としている。間隙水圧計の仕様は
従来型センサと同等である。地中通信距離は周辺ノ
イズ強度に依存するが地中100m程度である。なお，
現在では，本体には最大8台のセンサ（差動トラン
ス，摺動抵抗及び直流電圧入力（0〜1V））が接続可
能なワイヤレスマルチセンサが実用化されている2）

（図−3）。

３．設置方法

　ワイヤレス埋設機器の設置方法について図−3のワ
イヤレスマルチセンサを例に説明する。設置手順を
図−4に示す。ケーブル付埋設計器の設置では，ケー
ブルを敷設するため長大なトレンチを掘削しなけれ
ばならず多くの労力と時間が必要であった。一方，
ワイヤレス埋設計器の設置では，スクリューポイン
ト等を用いて盛土面を穿孔し，穿孔した孔にワイヤ
レス埋設計器の本体部を据え付け，埋め戻すという
方法（「コア抜き法」1）と呼称，図−4の②）を用い
るため，設置作業は極めて簡便である。コア抜き法
はワイヤレス埋設機器周辺の盛土を必要以上に緩め
ない点でも優れた方法である。ワイヤレス埋設計器
が土中で傾くと通信可能距離が低下する。したがっ
て，計器が土中で傾斜しないように設置孔は締固め
作業が可能な範囲でできるだけ小さくし，計器周辺
の締固めを十分行うことが重要である。具体的な設
置手順は，図−4に示すように，①本体及び土圧計
を設置するための3.0×1.2m程度のトレンチを掘削，
整形する，②設置盛土面にコア抜き法で設置孔を穿
孔，③本体および土圧計を据え付ける，④人力によ
り2mmアンダーのコア材で計器周辺を覆土し，締め
固める，⑤コア材を用いてトレンチを三層に別け重
機で埋め戻す，⑥各層を人力あるいは振動ローラー
により締め固める，である。一連の作業に要する時
間は1時間弱であり，ケーブル付きの従来型計器の作
業が8時間以上を要するのに較べると大幅に作業時間
を短縮できる。

４．設置の現状

　平成21年4月現在，農林水産省所管の8フィルダムには合計88台のワイヤレス埋設機器が設置されている。その内
訳は，間隙水圧・土圧計マルチセンサが1ダム，ワイヤレス間隙水圧計のみが7ダムである。88台のうち13台は開発
当初の回路基板を搭載した試験機であり，試験設置したものである。残りの75台は回路基板の省電力化などの改良
を施した実用機である。平成21年7月時点におけるワイヤレス埋設計器の稼働状況は，試験機13台のうち7台が稼働
を終了した。試験機を設置した中岳ダムでは設置から5年6ヶ月後の時点で3台中2台が稼働を終了した。稼働終了ま

図−3　ワイヤレスマルチセンサの構造
（間隙水圧・土圧同時計測型）

図−4　ワイヤレス埋設計器の設置手順
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でのワイヤレス間隙水圧計の電池電圧はモニタリングされており，その測定結果から電池電圧が徐々に低下し稼働
終了に至ったことが確認されている。実用機75台のうち故障と想定される通信途絶が2台発生している。残り73台
については順調に稼働している。計器が設置されたダムの中には激しい雷雨に遭遇したダムもあるが，雷による故
障は皆無であり当初の目標通り高い耐雷性が確認された。なお，実用機の第1号機が設置されてから約4年が経過し
ている。

５．今後の課題と展望

　ワイヤレス埋設機器については，電池寿命が長い小型で安定した電源の探索と回路基板の省電力化に関する検討
が引き続き必要である。また，ケーブルが不要で耐雷性が高いというワイヤレス埋設計器の特徴を生かし，浸透水
量や貯水位の計測など堤体以外のモニタリングへの活用が期待される。ダムの維持管理の基本は目視をベースにし
た定期点検であるが，定期点検の頻度ではカバーできない突発的な事態の把握や将来的な補修・補強を視野に入れ
たダムに発生する物理量の時間的変化の把握にはセンサを利用した自動的かつ継続的なモニタリングが有効であ
る。今後は，ダムに生じる性能低下に応じた定期点検とモニタリングを組み合わせた安全かつ効率的な維持管理が
必要と考える。

参考文献
1）向後雄二，浅野勇，林田洋一，遠目塚良一（2006）：	ワイヤレス間隙水圧計の開発とフィルダムにおける観

測，ダム工学，Vol.16，No.3，pp.165−176.
2）林田洋一，向後雄二，浅野勇，増川晋，田頭秀和（2008）：	低周波電磁波を用いたワイヤレス計測システム，

水土の知（農業農村工学会誌），No.76，pp.13−1
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１．会員の募集
　	　水と土の発行は皆様の年会費によってまかなわれています。今後とも事業地区の技術情報の交流を図るために
は会員の確保が重要となっています。会員の皆様には職場の同僚の方々に農業土木技術研究会の成り立ちや「水
と土」をPRしていただき，会員の勧誘をお願いいたします。平成21年度の年会費は2,300円です。なお，別紙の
PR版を作成しましたので会員の勧誘に活用いただければ幸いです。

２．報文投稿の募集
　	「水と土」は会員の皆様からの報文投稿によって支えられています。報文は以下のように様々なテーマが考えら
れますので，これを参考に皆様が担当されている事業地区の状況を報文にまとめて投稿いただくようお願いいた
します。併せて巻末の投稿規定も参照して下さい。
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会 告

①	　事業地区の段階は，企画，調査，計画，設計，施工，管理に分けられるので，構造物の施工の有無に関わらず，
コスト縮減，創意工夫，新技術導入，環境配慮などの視点から取りまとめた報文
②	　ダム，トンネル，橋梁，揚排水機場等の大規模工事や長期にわたる債務負担行為工事等について，調査，計画，
設計，施工の各段階での検討や実績を取りまとめた報文
③	　農村工学研究所や県試験場などへの依頼研究の成果について取りまとめた報文（研究依頼先との連名による）
④	　土地改良技術事務所，調査管理事務所が対応している技術検討や現場支援業務について取りまとめた報文
（当該機関との連名による）
⑤	　海外派遣から帰任した職員の派遣先でのプロジェクト等について技術的見地から取りまとめた報文
⑥	　建設会社，コンサルタント等の会員について，普及性のある事例や技術検討について取りまとめた報文
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１．創立40周年を迎えた「農業土木技術研究会」
　	　本研究会は，全国の農業土木技術者の自主的な研究会です。その歴史は，昭和28年の「コンクリートダ
ム研究会」にまでさかのぼり，事業の展開方向に即して変遷してきました。現在の「農業土木技術研究
会」としても，平成21年度は設立40周年を迎えた歴史ある研究会です。

２．技術力向上に資する「農業土木技術研究会」
　	　本研究会は，時代のニーズを反映した事業の円滑な推進に必要な技術力の向上のため，農業農村整備事
業の計画・設計・施工事例や技術的検討内容などの現場技術情報の発信と交流を一貫して展開していま
す。
　	　研究会では，現場の技術報文を中心とした会誌「水と土」を年間3回発行し会員の皆様にお届けしてい
ます。また，時代に即した技術的な情報を提供する研修会も開催しています。

３．会員が支える「農業土木技術研究会」
　　本研究会の活動は，皆様の年会費によってまかなわれています。
　	　21世紀を迎え農業・農村の位置付けがますます重要になっている今日，本研究会に入会いただき，その
振興の基礎となる「農業土木技術」に根ざした研究会の活動を支えて頂ければ幸いです。会費は2,300円
です（会費は51年度より据置）。
　　入会の手続きは，研究会へ直接又は各職場の連絡員に会費を添えて申し込んで下さい。
　　申し込み様式は以下を参考にして下さい。

入会申し込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　私は農業土木技術研究会に入会します。
　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　職場・所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　職場住所（会誌送付先）：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　電話番号：　　　　　　　　　　　　　

き
り
と
り

〈農業土木技術研究会の変遷〉
　　昭和 28 年　「コンクリートダム研究会」の発足：会誌「コンクリートダム」の発刊
　　昭和 31 年　フィルダムを含めて「ダム研究会」に拡大：会誌「土とコンクリート」に変更
　　昭和 36 年　「水路研究会」の発足：会誌「水路」の発刊
　　昭和 45 年　両研究会の合併
　　　　　　　　「農業土木技術研究会」の発足：会誌「水と土」の発刊

問い合わせ先：農業土木技術研究会
	 〒105−0004　東京都港区新橋5−34−4
	 農業土木会館内	 TEL　03（3436）1960
	 	 FAX　03（3578）7176



１．原稿には次の事項を記した「投稿票」を添えて下記に送付すること。
　　　　　〒105−0004　東京都港区新橋5−34−4　農業土木会館内，農業土木技術研究会
２．「投稿票」
　　　　　　①　表　　題
　　　　　　②　本文枚数，図枚数，表枚数，写真枚数
　　　　　　③　氏名（フリガナ），勤務先と勤務先の電話番号，職名
　　　　　　④　連絡先（TEL），（E-mail）
　　　　　　⑤　別刷希望数
　　　　　　⑥　内容紹介（200字以内）
　　　　　　⑦　対象施設（	報文の対象となっている主な施設を記入：ダム，トンネル，橋梁，用排水機場，開水

路，管水路	等）
　　　　　　⑧　キーワード（	報文の内容を表すキーワードを記入：維持管理，コスト縮減，施工管理，環境配

慮，機能診断	等）
３	．１回の原稿の長さは原則として写真・図・表を含め20,000字程度（ワープロで作成の場合，A4版10枚程度）ま
でとする。なお，写真・図・表はヨコ8.5cm×タテ6cm大を288字分として計算すること。
４	．原稿はなるべくワープロで作成し，漢字は当用漢字，仮名づかいは現代仮名づかいを使用，術語は学会編，農
業土木標準用語辞典に準じられたい。数字はアラビア数字（3単位ごとにカンマ（	,	）を入れる）を使用のこと。
５	．ワープロで作成した原稿データについては，プリントアウトした原稿（写真・図・表入り）とともにMOディ
スク等にて提出すること。
　	　写真・図・表の画像データは，原稿データとは別に添付すること。なお，図・表については白黒印刷において
も判読できるように極力配慮しておくこと。
　※データと違いがないかをプリントアウトした原稿で必ず確認すること。
６	．写真・図・表は本文中の挿入個所を明確に指定しておくこと。
７	．原図の大きさは特に制限はないが，B4版ぐらいまでが好ましい。原図はトレーサーが判断に迷わないよう，は
っきりしていて，まぎらわしいところは注記をされたい。
８	．文字は明確に書き，特に数式や記号などのうち，大文字と小文字，ローマ字とギリシャ文字，下ツキ，上ツ
キ，などで区別のまぎらわしいものは鉛筆で注記しておくこと。
　たとえば，

　など
９	．分数式は2行ないし3行にとり余裕をもたせて書くこと。
10	．数表とそれをグラフにしたものとの並載せはさけ，どちらかにすること。
11	．本文中に引用した文献は原典をそのまま揚げる場合は引用文に『　　　』を付し引用文献を本文中に記載す
る。孫引きの場合は，番号を付し，末尾に原著者名：原著論文表題，雑誌名，巻；頁〜頁．年号，又は“引用者
氏名，年・号より引用”と明示すること。
12	．投稿の採否，掲載順は編集委員会に一任すること。
13	．掲載の分は稿料を呈す。
14	．別刷は，実費を著者が負担する。
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FAX 宛先：農業土木技術研究会　03 − 3578 − 7176
★「水と土」をより充実したものとするため，下記様式であなたのご意見をお寄せ頂ければ幸いです。

１．本号（158 号）で興味をもたれた報文について記載下さい
　⑴　報文タイトル：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　⑵　興味を持たれた具体的内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．本号の編集についてご意見をお聞かせ下さい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．とりあげて欲しいテーマなど本誌に対するご意見やご要望をお書き下さい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「水と土」通信

ぷり食べて肥えてくる秋頃を「そろそろ騎馬民族が
太った馬に乗ってやってくるから注意しよう」という
気持ちを込めて「天高く馬肥ゆる秋」と呼んだらしい
です。
　つまり本来の意味は，自然や身の回りの変化を察知
して警戒心を呼び覚ますためのもの，注意喚起なんだ
そうです。
　最近では地球温暖化による（ものかどうかよく分か
りませんが）ゲリラ豪雨，昨年は岩手・宮城内陸地震，
今年の梅雨前線豪雨などといった災害が目に付きま
す。
　季節の変わり目や，ふとした時に災害に対する心構
えが出来たら，すごく良いことです。

（防災課　田村）

　味覚の秋。食欲の秋。やっぱり秋はいいです。
　新米，新そば，さんま，なし・・・。秋はおいしい
食べ物が多いし，空も清々しいなぁと思っていたら，
ふと，「天高く馬肥ゆる秋」という言葉の意味を間違っ
ていたことを思い出しました。
　ずっと，「秋はおいしい食べ物が多くて太ってしま
う。」という意味だと何気なしに思っていましたが，
本当は間違っていて・・・？そういえばどういう意味
だったかな？忘れてしまったのでちょっと調べてみま
した。
　もとは中国の故事で，漢語では「秋高馬肥」。
　舞台は大昔の中国北部。その農村では収穫期の作物
をねらって，騎馬民族が村を襲いに来ていたそうです。
せっかく作物が収穫できたのにそれを根こそぎ持って
行かれてしまう。農民は，騎馬民族の馬が夏に草をたっ

編 集 後 記

　　水 と 土 　　　　第158号
発　行　所　〒105−0004		東京都港区新橋5−34−4	 農 業 土 木 技 術 研 究 会
　　　　　　　　　　　　　　　　　農業土木会館内	 　TEL　03（3436）1960　振替口座　00180−5−2891
印　刷　所　〒161−8558		東京都新宿区下落合2−6−22	 一 世 印 刷 株 式 会 社
	 　TEL　03（3952）5651
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